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１．はじめに 
１.１ 検討経緯 

ユニバーサルツーリズムを推進する上では、旅行の「送り手（旅行業者）」、「受け手

（観光地）」双方の取組が重要であり、観光庁においても両者の視点から調査・検討が

なされてきた。 

平成 23 年度には、旅行の送り手側の視点に立ち、旅行業者へのヒアリングおよびア

ンケート調査、モニターツアーの実施により、旅行業者（送り手）の視点からユニバー

サルツーリズムの現状を把握した上で、課題を明らかにし、その対応方針を検討した。 

平成 24 年度には、地域におけるユニバーサルツーリズムの取組を抽出し、受入環境

を整備する上で、重要な役割を担う、地域におけるバリアフリー旅行相談窓口等の活動

状況を把握するとともに、現状の課題を抽出し、今後の対応方針、取り組むべき方向性

について検討した。また、関係者間の連携を強化しユニバーサルツーリズムの更なる促

進を図るため、シンポジウムを開催した。 

平成 25 年度には、地域の受入拠点における強化策を行うことで、ユニバーサルツー

リズムに対応した地域づくりを進め、地域の受入体制強化マニュアルを作成するととも

に、旅行商品としての認知度向上、商品の供給促進等に資する取組について検討した。

また、旅行がもたらす健康増進等の効用調査等を通じて、ユニバーサルツーリズムの更

なる普及促進を図った。 

平成 26 年度には、平成 25 年度に引き続き、地域の受入拠点における強化策を行う

とともに、ユニバーサル旅行商品の供給促進に向けた旅行業者によるワーキング・グル

ープを設置し、今後の具体的な方策を検討した。また、地域や旅行業界がユニバーサル

ツーリズムに前向きに取り組むための基礎データとして、ユニバーサルツーリズムに係

るマーケティングデータを整備するとともに、シンポジウムを開催し、ユニバーサルツ

ーリズムの更なる普及促進を図った。さらには、外国人旅行者（高齢者、障がい者等）

を受け入れるための体制を検討するとともに、外国人旅行者（高齢者、障がい者等）に

対するホームページ等の整備を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１ ユニバーサルツーリズムに係るこれまでの検討内容 
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（2007年）
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（2008年）
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（2010年）
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（2011年）
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（2012年）
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（2013年）

ユニバーサルデザイン
政策大綱（H17年）

交通バリアフリー法
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バリアフリー法
（H18年）

◎観光立国推進基本計画（H19/6）
「ユニバーサルデザインの考え方に

基づく観光の促進」

◎観光庁発足（H20/10）

◎観光のユニバー
サルデザインガイ
ドライン（H20/3）

◎シンポジウム
の開催
(H21/3)

ユニバーサルデザイン
の考え方に基づく観光

促進検討会

旅行の送り
手にかかる
課題の検討

◎シンポジウム
の開催
(H25/2)

◎観光立国推進基本計画（H24/3）
「ユニバーサルツーリズムの促進」

旅行の着地
側にかかる
課題の検討

平成26年度
（2014年）

平成27年度
（2015年）

・受入拠点の
強化

・旅行商品の
供給促進に
向けた検討

・旅行による
効用の検証

・更なる受入
拠点の強化

・旅行商品の
供給促進に
向けた検討

・マーケティン
グデータ整備

・外国人旅行
者（高齢者、
障がい者等）
への対応検
討

◎シンポジウム
の開催
(H27/3)

・受入拠点の
効果検証

・旅行業者の
効果検証

・ユニバーサ
ルツーリズム
の更なる普
及促進

・乳幼児連れ
及び妊産婦
旅行促進

平成28年度
（2016年）

・受入拠点の
更なる普及と
受入体制強化
手法の検討

・宿泊施設に
おける情報発
信等のあり方
の検討

◎シンポジウム
の開催
(H28/3)

◎障害者差
別解消法
（H28/4）
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平成 27 年度には、過年度までのユニバーサルツーリズムに係る普及促進の効果検証

を目的として、旅行の「送り手（旅行業者）」、「受け手（観光地）」双方のこれまでの取

組の現状を関係者や消費者へのアンケート調査等から把握するとともに、取組の効果を

検証した。またユニバーサルツーリズムの更なる普及促進のための地域における活動強

化事業を実施した。 

 

１.２ 本業務の目的と検討手順 

これまでの検討経緯を踏まえ、本業務では、高齢者・障がい者等を含む全ての人が旅

行しやすい環境の整備に向けて、引き続き、ユニバーサルツーリズムに対応した観光地

づくりを推進することを目的に実施した。 

具体的には、観光地における受入体制の強化・加速手法を検討するため、「受入拠点

における現状把握」として、既存の観光案内所等のユニバーサルツーリズムへの対応状

況や課題を把握するためのアンケート調査を実施するとともに、調査結果を踏まえて、

観光地における受入拠点の更なる普及と受入体制強化手法（モデル）を検討した。 

検討結果を踏まえ、観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携等による「モデ

ル事業」を公募し、選定した地域における取組を通じて、地域のユニバーサルツーリズ

ムに対応した受入体制強化のためのモデルを検証した。 

また、地域の受入体制において重要な役割を担う宿泊施設での対応について、ユニバ

ーサルツーリズムに係る情報発信等に着眼した課題整理を行った。 

さらには、検討会でのマクロな視点からの各業界等における意見収集・議論等を通じ、

これまでの取組結果等も踏まえた今後のユニバーサルツーリズム推進に係る課題を抽

出した。 

 

図表２ 調査検討の手順 
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２．受入拠点における現状把握 

２.１ 調査概要 

ユニバーサルツーリズムに関する受入拠点の現状把握調査の一環として、高齢者・障

がい者等の問合せの動向や対応状況、問題・課題など、インバウンドを含むユニバーサ

ルツーリズムに関する受入体制等を把握することを目的として、日本政府観光局（JNTO）

が認定する全国の観光案内所等の既存窓口を対象としたアンケート調査を実施した。 

アンケート調査の実施概要を以下に示す。 

 

図表３ 全国の観光案内所等の既存窓口を対象としたアンケート調査の概要 

調査対象 

全国の観光案内所：670 施設 

⇒日本政府観光局（JNTO）のうち、カテゴリー１～３に該当する案

内所を抽出 

実施方法 

○郵送またはメールにより、協力依頼文・調査票を配布し、郵送、FAX、

メール等により回収 

○回収率向上の観点から、回答しやすさに配慮し、紙によるアンケート

に加え、WEB アンケート方式を併用（回答はいずれかの手法でも可）

調査内容 

対象の観光案内所に対し、以下の質問を実施 

①ユニバーサルツーリズムに関する取組姿勢・取組状況 

②ユニバーサルツーリズムに関連する問合せの動向 

③ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応や受入体制 

④ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ対応における課題・障壁

⑤ユニバーサルツーリズムに対する今後の方針 

⑥属性 

実施時期 平成 28 年 9 月 

回収数 350 票（回収率 52.2％） 
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２.２ 調査結果 

２.２.１ 調査結果の概要 

本アンケート調査結果の概要を以下に示す。 

【ユニバーサルツーリズムに関する取組姿勢・取組状況】 

・ユニバーサルツーリズムに関する取組姿勢として、全体の 56.5%が「積極的に取

り組んでいる」または「取り組んでいる」と回答。さらに、今後ユニバーサルツー

リズムに取り組む可能性があるという回答が３割程度あった。 

⇒取組のきっかけとしては、「社会的背景の変化（77.8%）」や「2020 年を見据

えて（37.6%）」といった回答が多い 

⇒取り組んでいない理由としては、予算や人材、ノウハウの不足を挙げる意見が多い 

【ユニバーサルツーリズムに関連する問合せの動向】 

・ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数の増加を、全体の２～４割程度の観

光案内所が実感。 

⇒高齢者や障がい者：44.7%、妊産婦・乳幼児連れ：33.2%、外国人観光客：23.6% 

・観光案内所への問合せや相談件数のうち、ユニバーサルツーリズムに関連する問合

せの割合は、「5％未満」という回答が最も多く、全体に占める割合は低い。 

・ユニバーサルツーリズムに関連する問合せは、「ご本人（当事者の方）」からという

回答が 70～80％と多い。 

・ユニバーサルツーリズムに関連する問合せの連絡手段は、「案内所への来訪」とい

う回答が多い。 

・ユニバーサルツーリズムに関連する主な問合せ内容は、「観光地・観光施設等」に

関する内容が最も多い。 

⇒その他には、「宿泊施設」や「移動手段」等に関する問合せといった回答が比較

的多い 

【ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応や受入体制】 

・ユニバーサルツーリズムに関連する問合せには、「観光案内所内で対応」している

という回答が最も多い。 

⇒高齢者や障がい者：86.9％、妊産婦・乳幼児連れ：86.2％、外国人観光客：79.1％ 

⇒高齢者や障がい者からの場合、「地域の社会福祉協議会を紹介」という回答がや

や多い 

・地域の施設等のバリアフリー情報やユニバーサルツーリズム関連情報等の把握状況

としては、「少し把握している」という回答が全体の 50～60%程度と最も多い。 

・地域の観光関連施設等に関するバリアフリー調査は、「実施していない」という回

答が多い。 

・ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに備えた各種ツールの準備や情報発信の

実施状況としては、「ユニバーサルツーリズム関連の情報発信を実施していない」

という回答が 56.3%と最も多い。 

⇒情報提供の実施方法としては、WEB 上での発信という回答がやや多い 

・観光案内所の 97.7%がユニバーサルツーリズムに関する「担当スタッフは配置し
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ていない」と回答。 

⇒ユニバーサルツーリズムに関する対応マニュアルは、観光案内所の 90.1%が「マ

ニュアルはない」と回答 

・ユニバーサルツーリズムに関連する「人材育成に取り組んでいる」観光案内所は

25.9％と少ない。 

・ユニバーサルツーリズム対応に備え「外部組織と連携して対応している」観光案内

所は 6.0％とごくわずか。 

【ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ対応における課題・障壁】 

・ユニバーサルツーリズム対応に関して、57.1％の観光案内所が「課題や障壁があ

る」と回答している。 

⇒特に、「地域のユニバーサルツーリズムに関する情報の収集」や「情報提供用の

ツール等の作成」等を指摘 

【ユニバーサルツーリズムに対する今後の方針】 

・ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対し、今後は「積極的に対応したい」

または「可能な範囲で対応していきたい」という回答が 88.3％と、ユニバーサル

ツーリズムに関する取組意向を確認。 
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２.２.２ ユニバーサルツーリズムに関する取組姿勢・取組状況について 

（１）ユニバーサルツーリズムに関連する取組姿勢 

○ユニバーサルツーリズムに関する取組姿勢として、回答者の 56.5%が「積極的に取り

組んでいる」または「取り組んでいる」と回答している。 

○また、「取組の必要性は感じているが、今のところまだ取り組んでいない」という回答

が 32.3％と、今後ユニバーサルツーリズムに取り組む可能性があるという回答が３割

程度あった。 

 

 
[回答者数：347]           

図表４ ユニバーサルツーリズムに関連する取組姿勢 
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（２）ユニバーサルツーリズムに関連する取組を始めたきっかけ 

※（１）で「積極的に取り組んでいる」または「取り組んでいる」を選択した方のみ 

○ユニバーサルツーリズムに関連する取組を始めたきっかけとしては、「社会的背景の変

化（高齢化の進展等）」という回答が 77.8%と最も多くなっており、近年の動向として

「2020 年のオリンピック、パラリンピックを見据えて」という回答も 37.6%あった。
 

 

 

[回答者数：194]       

図表５ ユニバーサルツーリズムに関連する取組を始めたきっかけ 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

・市の総合計画をもとに推進している 

・インバウンド推進の機運を受け、その一環として取組を始めた 

・全国障害者スポーツ大会開催のため 

・来館者への配慮や事前準備のため 等 

  

77.8 

37.6 

24.2 

23.2 

16.0 

5.2 

6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会的背景の変化（高齢化の進展等）

2020年のオリンピック、パラリンピック

を見据えて

国や自治体、業界の動向に応じて

所内の意識・取組み機運の高まり

高齢者や障がい者等からの問合せの

増加

「障害者差別解消法」への対応

その他
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（３）ユニバーサルツーリズムに関連する取組を行っていない理由 

※（１）で「取組の必要性は感じているが、今のところまだ取り組んでいない」または

「取り組んでいない」を選択した方のみ 

○ユニバーサルツーリズムに関連する取組を行っていない理由としては、「取り組むため

の予算がない（43.8%）」や「人材が不足している（37.0%）」といった予算や人員等

の案内所側の要因に加え、「取組や対応の方法が分からない（33.6%）」といったノウ

ハウ等の課題を挙げる意見も比較的多くなっている。 

 

 

[回答者数：146]        

図表６ ユニバーサルツーリズムに関連する取組を行っていない理由 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

・お客さまの質問内容に合わせて対応可能な範囲で情報を伝えている 

・一般の方への対応と同様に、出来る限りの対応を心がけている 

・現状の対応の中で特に問題は発生していない 

・需要があるか不明なため 等 

 

  

43.8 

37.0 

33.6 

30.1 

26.0 

11.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取組むための予算がない

人材が不足している

取組みや対応の方法が分からない

地域の受入体制が充実していない

対象者が少なく、取組みや対応の

必要性を感じていない

その他
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２.２.３ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せの動向について 

※以下の設問は、ユニバーサルツーリズム対象者の属性を 3 項目に区分し、それぞれの

状況について質問 

①高齢者や障がい者（日本人観光客）からの問合せ ⇒以下、「高齢者や障がい者」と

略記 

②妊産婦・乳幼児連れ（日本人観光客）からの問合せ ⇒以下、「妊産婦・乳幼児連れ」

と略記 

③外国人観光客の高齢者や障がい者、妊産婦・乳幼児連れ等からの問合せ ⇒以下、

「外国人観光客」と略記 

 

（１）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数の変化 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数の変化として、「問合せ件数が増えた」

または「問合せ件数がやや増えた」という回答が、①高齢者や障がい者は 44.7%、②

妊産婦・乳幼児連れは 33.2%、③外国人観光客は 23.6%あった。高齢者や障がい者か

らの問合せに関しては、半数程度の観光案内所が件数の増加を感じている。 

 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ ③外国人観光客 

[回答者数：337]

 

[回答者数：337] [回答者数：338]

図表７ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数の変化 
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（２）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数 

○ユニバーサルツーリズムに関連する観光案内所への問合せ件数は、５年程度前と現在を

比較して、①高齢者や障がい者、②妊産婦・乳幼児連れ、③外国人観光客ともに増加し

ている。 

○回答があった観光案内所の問合せ件数の合計をみると、①高齢者や障がい者は約 130

千件/年から約 145 千件/年（約 1.1 倍）、②妊産婦・乳幼児連れは年間約 26 千件/年

から約 34 千件/年（約 1.3 倍）、③外国人観光客は年間約 4.1 千件/年から約 7.3 千件

/年（約 1.8 倍）に増加している。 

 

【回答があった観光案内所合計の年間の問合せ件数】 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ ③外国人観光客 

[回答者数：199]

 

[回答者数：193] [回答者数：194]

 

【１施設あたりの年間の問合せ件数】 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ ③外国人観光客 

 

※合計の年間問合せ件数と、回答があった観光案内所数から算出 

図表８ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数 
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（３）問合せや相談件数のうち、ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数の

割合 

○観光案内所への問合せや相談件数のうち、ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件

数の割合は、「0～5％未満」という回答が最も多く、①高齢者や障がい者は 42.0％、

②妊産婦・乳幼児連れは 44.1％、③外国人観光客は 41.5％となっているなど、全体

に占めるユニバーサルツーリズム関連の割合は低い。 

○特に、③外国人観光客は、「０％」という回答が 39.1％と高くなっている。 

○また、①高齢者や障がい者からの問合せ件数が「20％以上」あると回答している観光

案内所が２割程度（17.9％）あった。 

 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ ③外国人観光客 

 

[回答者数：262]

 

[回答者数：254] [回答者数：253]

図表９ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ件数の割合 
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（４）ユニバーサルツーリズムに関する問合せの連絡者 

○ユニバーサルツーリズムに関する問合せがあった場合の連絡者としては、「ご本人（当

事者の方）」という回答が最も多く、①高齢者や障がい者は 71.0％、②妊産婦・乳幼児

連れは 88.4％、③外国人観光客は 69.7％となっており、次いで、各項目とも「当事

者のご家族」という回答が多い。 

○また、その他の回答を属性ごとに比較すると、①高齢者や障がい者は「介助者・支援者」

や「旅行の同行者」という回答の割合がやや高くなっている。 

 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ 

 

 

[回答者数：334] 

 

 

[回答者数：320]

③外国人観光客 

 

[回答者数：267] 

図表１０ ユニバーサルツーリズムに関する問合せの連絡者 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

介護施設の関係者、学校の関係者 等 
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（５）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せの手段 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せがあった場合の連絡手段としては、①高齢者

や障がい者は「電話・FAX での問合せ（71.0％）」や「案内所への来訪（68.3％）」と

いう回答が多くなっており、②妊産婦・乳幼児連れ、③外国人観光客は、「案内所への

来訪」という回答がそれぞれ 74.0％、60.6％と最も多い。 

 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ 

 
 [回答者数：341] 

 

[回答者数：334]

③外国人観光客 

 

[回答者数：317]  

図表１１ ユニバーサルツーリズムに関する問合せの手段 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

手紙での問合せ 等 
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（６）ユニバーサルツーリズムに関連する主な問合せ内容 

○ユニバーサルツーリズムに関連する主な問合せ内容としては、①～③ともに「観光地・

観光施設等」に関する問合せが最も多く、①高齢者や障がい者は 76.5％、②妊産婦・

乳幼児連れは 65.9％、③外国人観光客は 68.1％となっている。 

○属性ごとにその他の回答をみると、①高齢者や障がい者は「移動手段（43.2％）」や「宿

泊施設（42.9%）」、「各種料金の割引等（39.9％）」、②妊産婦・乳幼児連れは「飲食店

（30.6％）」や「移動手段（25.6％）」、③外国人観光客「移動手段（36.2％）」という

回答がやや多くなっている。 

 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ 

 

[回答者数：336] 

 

[回答者数：320]

③外国人観光客 

 

[回答者数：260]  

図表１２ ユニバーサルツーリズムに関連する主な問合せ内容 
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≪その他の回答（自由記述）≫ 

①高齢者や障がい者 ・車いすの貸出、障がい者用トイレ、エレベーター 

・車いすでも行くことができる観光ルート 

・目的地までの所要時間、アクセス方法 

・障がい者用駐車スペースの有無 

・介助等のサポート 

・救護室の利用可否 等 

②妊産婦・乳幼児連れ ・ベビーベッドや授乳室の場所 

・ベビーカーの貸出 

・キッズスペースの有無 

・ミルク用のお湯の入手方法 

・乳幼児用商品の販売 

・マタニティステッカーの配布 等 

③外国人観光客 ・トイレの場所、エリアガイド 

・施設案内、両替、クレジットカード 

・宿泊先での意思表示が伝わらなかったことへの相談 

・車いすでも参加可能な和文化体験 等 
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（７）宿泊施設に関する問合せの具体的な内容 

※（６）の①～③において、「宿泊施設」を選択した方のみ 

○宿泊施設に関する問合せの具体的な内容としては、「バリアフリー対応全般（利用可否

等）」や「客室」といった回答が各属性ともに多くなっている。 

○また、①高齢者や障がい者は「入浴・お風呂（45.1％）」、②妊産婦・乳幼児連れは「サ

ービス内容（33.3％）」、③外国人観光客は「食事（30.6％）」や「サービス内容（30.6％）」

に関する問合せが多い傾向にある。 

 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ 

 
[回答者数：144] 

 

[回答者数：60]

③外国人観光客 

 

[回答者数：49]  

図表１３ 宿泊施設に関する問合せの具体的な内容 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

車いすでも過ごしやすい部屋の確認、施設内のエレベーターの有無、宿泊施設までのア

クセス・移動手段、宿泊の予約、授乳場所 等 
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２.２.４ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応や受入体制について 

（１）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応方法 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応方法としては、「観光案内所内で対

応」しているという回答が最も多く、①高齢者や障がい者は 86.9％、②妊産婦・乳幼

児連れは 86.2％、③外国人観光客は 79.1％となっている。 

○また、①高齢者や障がい者は「地域の社会福祉協議会を紹介」するという回答が他の属

性と比較してやや多く、③外国人観光客は「対応できないためやむを得ず断る」という

回答が 4.9％と他の属性よりやや多い。 
 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ 

 
[回答者数：335] [回答者数：326]

③外国人観光客 

 

[回答者数：287]  

図表１４ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応方法 
 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

・断ることはないが、情報が限られるため、出来る範囲で対応 

・当該施設に関する情報は提供 

・障がい者の旅行をサポートする団体を紹介 

・可能な範囲で対応し、難しい部分は「しょうがい者・こうれい者観光案内所」に依頼

・日本語であれば案内所対応だが、外国語での対応は難しい場合もある 

・専門のセクションを案内 

・各種施設に電話で確認し、案内する 

・料金の割引制度等は説明する 

・駅の移動については駅係員に対応を依頼  等 
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（UTC、BFTC等）

地域の社会福祉協議会を紹介
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（２）案内の対象としている観光施設や宿泊施設、交通機関等のバリアフリー情報

やユニバーサルツーリズム関連情報等の把握度合い 

○地域の各種施設等のバリアフリー情報やユニバーサルツーリズム関連情報等の把握状

況としては、「少し把握している」という回答が最も多く、①高齢者や障がい者は

61.7％、②妊産婦・乳幼児連れは 61.2％、③外国人観光客は 50.0％となっている。

○各属性において「概ね把握している」という回答は 10～20％となっており、③外国人

観光客は「把握していない」という回答が 35.5％とやや多い。 

 

①高齢者や障がい者 ②妊産婦・乳幼児連れ ③外国人観光客 

[回答者数：346]

 

[回答者数：342] 

 

[回答者数：336]

図表１５ バリアフリー情報やユニバーサルツーリズム関連情報等の把握度合い 
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（３）地域の観光関連施設等に対するバリアフリー調査等の実施状況 

○地域関係団体とバリアフリー旅行相談窓口との関係性として、地域や施設のバリアフリ

ー対応に係る窓口からのアドバイスや、窓口での情報提供を通じた観光客への各施設の

紹介等を挙げる意見が多い。 

○また、高齢者や障がい者等からの問合せがあった場合の相談先として、窓口を活用して

いるなど、連携して受入に取り組む関係を構築している。 

 

 

図表１６ 地域の観光関連施設等に対するバリアフリー調査等の実施状況 
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①回答者数：343 

②回答者数：341 

③回答者数：340 

④回答者数：341 

⑤回答者数：343 

⑥回答者数：337 

⑦回答者数：339 
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（４）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに備えた各種ツールの準備状況、

情報発信 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに備えた各種ツールの準備や情報発信の実

施状況としては、「ユニバーサルツーリズム関連の情報発信を実施していない」という

回答が 56.3%と最も多い。 

○実施している内容としては、①高齢者や障がい者向け、②妊産婦・乳幼児連れ向けの

WEB 上での発信がそれぞれ２割程度となっており、パンフレットや観光マップ等の作

成は実施している割合が低い。 

○発信している具体的な内容としては、地域内および観光施設等のバリアフリー情報の提

供が最も多く、その他、地域のバリアフリーマップ等の情報や、レンタルや料金割引等

の情報、地域の相談窓口へのリンクといったユニバーサルツーリズムに関連する情報を

提供している。 

 

 

[回答者数：318]    

図表１７ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに備えた 

各種ツールの準備状況、情報発信 

 

  

56.3 

24.8 

22.3 

16.0 

9.4 

9.7 

5.3 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

UT関連の情報発信を実施していない

高齢者や障がい者（日本人観光客）

向けの情報をWeb上で発信

妊産婦・乳幼児連れ（日本人観光客）

向けの情報をWeb上で発信

高齢者や障がい者（日本人観光客）向

けのパンフレット、観光マップ等を配布

妊産婦・乳幼児連れ（日本人観光客）

向けのパンフレット、観光マップ等を配布

外国人観光客向けの多言語の

パンフレット、観光マップ等を配布

外国人観光客向けの情報をWeb上に

多言語で発信

地域の関連団体等のリンクをWeb

サイト等に掲載
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（５）発信している具体的な内容 

≪主な回答≫ 

◇地域内の各種施設のバリアフリー設備等（※ホームページ等で情報を発信） 

エレベーター／エスカレーター／身体障がい者専用駐車スペース／ 

おもいやりスペース／身体障がい者用乗降場／スロープ／多目的トイレ／ 

視覚障がい者誘導用ブロック／点字案内／触知板／ベビー休憩室／授乳室／ 

キッズコーナー／ベビーチェアー／ベビーシート／Wi-Fi／ 

バリアフリー対応の宿泊施設・観光施設／デジタルサイネージ／外貨両替所／ 

AED の設置場所／ピクトグラムによる表示／ムービングサイドウォーク（動く歩道）／

補助犬用トイレ 等 

◇バリアフリー関連の備品等 

車いすの設置有無／車いすレンタルの情報／足湯専用車いすの設置／ 

ベビーカーのレンタル／貸老眼鏡の設置 等 

◇バリアフリーマップ、観光案内マップ等 

唐津観光協会の冊子「おすすめの店」／いわてユニバーサルデザイン電子マップ／ 

点字の観光マップ／市営地下鉄バリアフリーマップ／東京観光バリアフリー情報ガイド／ 

そらくる沖縄／バリアフリー TRAVEL DATABOOK 関東編（日本観光振興協会）／

こおりやまユニバーサル観光ガイド／社会福祉協議会が作成したバリアフリーマップ／

文字拡大版マップ／「Japan Accessible Tourism Center」のパンフレット／ 

福島市観光ガイドマップ／地下鉄便利マップ「ドアちか」／嵐山車いす観光マップ 等

◇各種サービスの情報 

観光ボランティア（日・英）／観光施設等の入場料金の割引／施設の料金案内／ 

聴覚障がい者向けトータルサポート（iPad を活用した遠隔手話サービス）／ 

離乳食・ベビーフード／駅からのバリアフリールート／観光地へのバリアフリールート／

筆談対応／リフト付きバスの案内／ファミリーコンシェルジュ／ロビーアテンダント／

サービス介助士の取得状況 等 

◇外国人向けの情報 

iPad によるビデオ通訳サービス／多言語の観光マップ／英語版の高速道路案内／ 

多言語の観光施設パンフレットマップ／通訳アプリ 等 

◇その他 

マタニティステッカー配布／アクティビティパンフレットに参加可能な年齢の表示 等 
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（６）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応するスタッフの配置 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応するスタッフの配置状況は、観光案内

所の 97.7%が「担当スタッフは配置していない（通常のスタッフが担当）」と回答して

いる。 

 

 
[回答者数：348]        

図表１８ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応するスタッフの配置 

 

（７）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応マニュアル 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応方法に関するマニュアルの有無に

関しては、観光案内所の 90.1%が「対応マニュアルはない」と回答しており、通常の

スタッフが問合せの内容や状況に応じて対応している場合が多い。 

 

 

[回答者数：344]       

図表１９ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの対応マニュアル 
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（８）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応する人材育成 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応するための人材育成への取組状況と

しては、「人材育成に取り組んでいる」観光案内所は 25.9％となっており、「今のとこ

ろ人材育成に取り組む予定はない」という回答が 37.8%と最も多い。 

 

[回答者数：344]        

図表２０ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応する人材育成 

 

（９）実施している人材育成の取組内容 

※（８）で「人材育成に取り組んでいる」を選択した方のみ 

○人材育成の取組の内容としては、「所内で研修等を実施（外部講師）」、「国や関係団体等

が主催する研修やセミナー等への職員の派遣」という回答がともに 18.2%となってお

り、「その他」として資格の取得や手話等のスキルの向上に観光案内所ごとに取り組ん

でいる。 
 

 

[回答者数：88]        

図表２１ 実施している人材育成の取組内容 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

サービス介助士（58 件）・手話検定（6 件）・防災介助士（2 件）等の資格取得、 

知識の修得・共有、情報を社内で回覧、入社時研修 等 

18.2 

18.2 

11.4 

3.4 

72.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所内で研修等を実施（外部講師）

国や関係団体等が主催する研修や

セミナー等への職員の派遣

所内で研修等を実施（社内講師）

高齢者や障がい者等の当事者との

意見交換

その他
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（１０）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応するための外部組織連携 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応するための外部組織との連携状況と

しては、「外部組織と連携して対応している」と回答した観光案内所は 6.0％と低く、「外

部組織と連携した対応は実施していない」観光案内所が 67.3%と大半を占めている。

 

[回答者数：318]        

図表２２ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せに対応するための外部組織連携 

 

（１１）連携している外部組織 

※（１０）で「外部組織と連携して対応している」を選択した方のみ 

○観光案内所が連携している組織としては、「バリアフリー旅行相談窓口（ユニバーサル

ツーリズムセンター、バリアフリーツアーセンター等）」という回答が 31.6%と最も多

く、その他、「地域の社会福祉協議会」や「自治体」、「各施設」といった回答もあった。

 

 
[回答者数：19]        

図表２３ 連携している外部組織 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

行政（県、市町）、宿泊施設やレストラン等の施設、地域団体、自治体の資料を活用、

ユニバーサルツーリズムの NPO 法人 等 

  

31.6 

21.1 

10.5 

36.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BF旅行相談窓口（UTC、BFTC等）

地域の社会福祉協議会

UTに対応している旅行会社

その他
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２.２.５ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せ対応における課題・障壁につ

いて 

（１）ユニバーサルツーリズム関連の問合せ対応における課題・障壁 

○ユニバーサルツーリズム関連の問合せ対応における課題・障壁の有無に関しては、半数

以上（57.1％）の観光案内所が「課題や障壁がある」と回答している。 

 

 

[回答者数：343]       

図表２４ ユニバーサルツーリズム関連の問合せ対応における課題・障壁 
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（２）課題や障壁と感じる事項 

○ユニバーサルツーリズム関連の問合せ対応における課題や障壁と感じる事項としては、

「地域のユニバーサルツーリズムに関する情報の収集」という回答が 81.0％と最も多

く、次いで、「情報提供用のツール等の作成」という回答が 62.1%となっている。 

○ユニバーサルツーリズムに関する情報の収集・発信に加え、対応するための相談先や知

識の習得等を挙げる意見も比較的多い。 

 

 

[回答者数：195]     

図表２５ 課題や障壁と感じる事項 

 

≪その他の回答（自由記述）≫ 

地域内の連携、地域の受入体制の強化、観光施設や交通機関の対応の遅れ、人材教育、

業務の範囲、文化財保護法や自然公園法等によるバリアフリー化の難しさ 等 

 

  

81.0 

62.1 

50.8 

50.8 

33.8 

26.7 

20.0 

8.7 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域のUTに関する情報の収集

情報提供用のツール等の作成

専門の相談窓口や外部連絡先等の不足

高齢者や障がい者への対応に必要な

知識等の習得

案内所内の人材確保

怪我や事故等のリスク、責任問題

お客様のお身体や健康状態等の把握

どのように対応していいかわからない

その他
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２.２.６ ユニバーサルツーリズムに対する今後の方針について 

（１）ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの今後の対応 

○ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの今後の対応に関しては、「積極的に対応

したい」または「可能な範囲で対応していきたい」という回答が 88.3％となっており、

各観光案内所のユニバーサルツーリズムに関する取組意向が確認できた。 

○今後の対応に関して回答した理由として、「積極的に対応したい」理由は、社会的背景

や今後のニーズ拡大等から取組の必要性を感じている面が多く、その他の回答に関して

は、情報や人材、ノウハウや経験等の不足を懸念事項として挙げる意見が多い。 

 

 

[回答者数：341]       

図表２６ ユニバーサルツーリズムに関連する問合せへの今後の対応 
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（２）今後の対応に関して回答した理由 

≪主な回答≫ 

積極的に対

応したい 

・2020 年を見据え、観光案内所として、多様なニーズに対応できるよう

可能性を広げていきたい。 

・高齢社会が進展する中で、需要が拡大することが見込まれるため。 

・ユニバーサルツーリズムへの対応は、今後のビジネスチャンスとして考

えている。 

・地域の情報を積極的に収集し、良いサービスを提供できるように今後も

努めていきたい。 

・情報があれば旅行できる高齢者や障がい者がたくさんいるため、積極的

に対応していきたい。 

・障害者差別解消法への対応のため。 

・まだソフト面での受入体制が整っていないが、出来ることから取り組ん

でいきたい。 

可能な範囲

で対応して

いきたい 

・観光案内所として利用されるすべてのお客様に平等に対応したい。 

・超高齢社会の現代において、誰もが安心して観光や旅行を楽しむことが

できる環境づくりは最重要課題だと感じているため。 

・情報収集に時間がかかり、人材不足に陥るため、現状ではできる範囲で

対応していきたい。 

・情報提供ツールやパンフレットがあれば対応できるが、現状は情報が少

なすぎる。今後ツールを作成して対応したい。 

・具体的な問合せが少ない状況にあるが、対応の必要性は感じている。 

・リスクや責任問題への懸念と、専門性がなくお客さまの健康状態などの

把握が難しい。 

・関係機関等から情報提供があれば対応していきたい。 

・高齢者や障がい者に対する専門的な知識を持つスタッフがいない。 

・災害発生時や緊急時に対応できるようにしたい。 

・ユニバーサルツーリズムの推進以前に、インバウンド対応も十分に実施

できていない。 

どちらとも

いえない 

・障がい者に対するユニバーサルツーリズム関連の情報が一元化されてお

らず、個別に情報を検索して対応している。 

・仕組みや、やるべきことが理解できていないため、対応できるかどうか

わからない。 

・バリアフリーツアーセンターとの情報交換を検討したい。 

・情報提供の主体が観光案内所で良いかを研究する必要がある。 

あまり対応

したいとは

思わない 

・情報が集約されたものがなく、個別の対応をしている中で、マニュアル

づくりができないため。 

・観光案内所の人材不足。 

・現時点で対応の必要性がない。 

※（１）で回答した内容ごとに主な意見を整理  
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（３）ユニバーサルツーリズムの取組全般に関する意見・感想 

≪主な回答≫ 

◇今後の取組の意向 

・特別なことと捉えず、通常対応の延長にユニバーサルツーリズムがあると捉え、対応

スタッフの意識の底上げを図っていきたい。 

・現時点ではできることは限られているが、すべてのお客様がより良く利用できるよう

に、今後はユニバーサルツーリズムを意識して対応できればと考えている。 

・地域全体として様々なお客様を受け入れる意識を持ち、できることから始めていくこ

とがユニバーサルツーリズム推進の第一歩となる。 

・地域の各種施設や交通機関の情報は把握しているが、ユニバーサルツーリズムに関す

る問合せはほとんどない状況である。今後は自治体や観光案内所のホームページ等で

情報発信していくことも必要。 

・本調査がユニバーサルツーリズムについて考える機会となった。ユニバーサルツーリ

ズムに関する問合せにしっかり対応したい。 

・ユニバーサルツーリズムの促進に向けた取組の状況等の情報をもっと知りたい。 

◇ユニバーサルツーリズムに取り組む上でのニーズ 

・自治体が先導して関係者間の連携強化を図ってほしい。 

・すべてのお客様が安心して旅行できる環境づくりが必要であり、そのためには情報を

提供する側の知識や経験が重要となるため、今後は教育にも力を入れて欲しい。 

・高齢者や障がい者への対応やサービスに関する研修を実施して欲しい。 

・情報が集約された専門の相談窓口があった方が良い。 

・個別に情報を収集するのではなく、自治体や観光協会が中心となり案内所が情報を共

有し連携する仕組みができると、より一層ユニバーサルツーリズムの促進が図られる

のではないか。 

・北海道はエリアが広く、各地域にユニバーサルツーリズムセンターのような拠点を整

備し、連携する必要がある。 

・全国のユニバーサルツーリズム情報を集約したホームページがあると便利だと感じる。 

・インバウンドのユニバーサルツーリズムの対応事例や窓口を確認し、対応できるよう

にしていきたい。多言語に対応したパンフレット等があると良い。 

・施設のバリアフリー整備に関する助成等が充実するとユニバーサルツーリズムがさら

に推進するのではないか。 

◇取組上の課題 

・今後さらにユニバーサルツーリズムに関する情報が重要となるため、地域の団体との

連携を強化する必要がある。 

・知識がなく案内することは危険を伴うため、知識や経験の重要性を感じている。 

・ユニバーサルツーリズムやバリアフリー関連の情報は情報量が多く、その基準があい

まいな面がある。行政の主導により統一的な情報を提供するべきである。 

・地域内の観光施設等のバリアフリー化を充実させることが重要である。現状では、観

光施設や飲食店、宿泊施設等の関心の低さに驚かされる。 

・障がいのある外国人への割引料金等の明確な表示が欲しいといった意見を受けたこと

がある。また、車いすに対応したタクシーを簡単に利用することができない点が課題。 
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２.２.７ 調査対象の属性 

（１）調査対象の概要、規模、JNTO の認定カテゴリー、対応言語、サービス内容 

○観光案内所の常駐スタッフ数は、「2～3 名」という回答が 46.9%と最も多い。 

○JNTO の認定カテゴリーは、「カテゴリー1」という回答が 62.1%で最も多い。 

○観光案内所での多言語対応状況としては、「英語」という回答が 95.4%と最も多く、そ

の他の「中国語（簡体・繁体）」、「韓国語」の対応状況は３割程度となっている。 

○提供しているサービス内容としては、「窓口での相談対応・案内（98.6%）」、「観光マ

ップ・パンフレット等の配布（96.2%）」、「電話・FAX での相談対応・案内（81.7％）」

はほとんどの観光案内所で実施しており、一部、移動手段や宿泊施設等の斡旋も実施し

ている。 

 

 

[回答者数：311] 

図表２７ 規模（常駐スタッフの人数） 

 

 
[回答者数：327]

図表２８ JNTO の認定カテゴリー 

 

 

[回答者数：324] 

図表２９ 対応言語 

 

[回答者数：345]

図表３０ サービス内容 

95.4 

35.8 

30.9 

29.0 

17.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

英語

中国語（簡体）

韓国語

中国語（繁体）

その他

98.6 

96.2 

81.7 

49.6 

47.5 

38.8 

13.6 

0% 25% 50% 75% 100%

窓口での相談対応・案内

観光マップ・パンフレット等

の配布
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３．地域の受入拠点の更なる普及と受入体制強化手法の検討 

各地の観光案内所は全国の主要な観光地の拠点駅に窓口があるなど立地的な利便性

が高い。一方で、ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の観点では、前章のアン

ケート調査結果より、「ユニバーサルツーリズム関連の情報発信を実施していない」、「ユ

ニバーサルツーリズム対応に関して課題や障壁がある」と回答した観光案内所がそれぞ

れ 6 割近くあるなど対応に課題が残る。逆にバリアフリー旅行相談窓口は、全国的にみ

た数は少ない一方で、ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内を専門的ノウハウの

もと実践している。 

 
※相談窓口により、活動内容や活動の質、活動範囲等が異なるが本図では区別せずに表記 

※本図について全ての相談窓口を網羅してはいない。この他に NPO 等が独自に活動を行って

いる地域や理念の違い等から複数組織が活動している地域が存在 

図表３１ 全国のバリアフリー旅行相談窓口 

 

そのため、既存の観光案内所等がバリアフリー旅行相談窓口の知見や経験を全ては難

しくとも少しでも習得し実践すること、協力体制を構築すること等により、ユニバーサ

ルツーリズムに対応した観光案内を実践することで、国内のユニバーサルツーリズムへ

の対応力は大きく向上するものと考えられる。 

前章の現状把握結果を踏まえ、全国における取組状況等から、「（1）観光案内所等に

バリアフリー旅行相談窓口機能を付加するモデル」、「（2）観光案内所等とバリアフリー

旅行相談窓口の連携モデル」の 2 つの取組方法について検討した。 
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図表３２ 観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携によるモデル 

 

 

３.１ 観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓口機能を付加するモデル 

一般に観光案内所の大半は、主要駅や空港など利便性の高い場所に立地している。バ

リアフリー観光の相談や情報提供を同時に行うことができれば、多くのニーズに応える

ことが可能となる。観光案内所は市町村単位のものが多く、カバーできる範囲が限られ

てしまうため、県単位や市町村を越えた広域連携も視野にいれる必要性があり、次の２

つのパターンに大別される。 

①市町村単位：市町村の観光案内所でバリアフリー旅行相談や情報提供を実施。観光

案内所のスタッフが専門的な知識を持つための研修や地域内のバリアおよびバリア

フリー情報の収集を行い、通常の観光案内の一環として、ユニバーサルツーリズム

への対応を行う。 

②都道府県単位または広域連携：都道府県等の観光案内所でバリアフリー旅行相談や

情報提供を実施。市町村単位と同様に研修、調査等により、通常の観光案内の一環

として、ユニバーサルツーリズムへの対応を行う。また市町村の観光案内所との協

力体制を構築することで、広域的なカバーを行う体制をつくる。 
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３.２ 観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携モデル 

観光案内所がバリアフリー旅行相談窓口との協力体制を構築することで、地域のユニ

バーサルツーリズムに対応した観光案内に対応することもできる。現状での各地の事例

を参考にすると、以下の 3 つのパターンによる対応が考えられる。これらのパターンで

は、観光案内所にユニバーサルツーリズムの専門的なスタッフを置かずとも、必要に応

じてバリアフリー旅行相談窓口に対応してもらうことによって両所の長所を生かすこ

とができる。 

③協働型：観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口の場所を隣接させるなど、（物理

的に）近い場所で案内を実施。これによって、利用者は一般的な観光情報とともに

バリアフリーに関する情報も手にすることができ、利便性が高まる。 

④連携型：バリアフリー旅行相談窓口が観光案内所と（物理的に）離れていたり、窓

口（カウンター）を持たずに活動しているケースなどは、役割分担を行って協力す

る。例えば、車いすの貸出やバリアフリーマップの手渡し、カウンター訪問者への

対応を観光案内所が行い、事前の相談、予約や手配、旅程のアドバイスなど旅行前

の相談や観光案内、専門的な内容、福祉機器の手配などをバリアフリー旅行相談窓

口が行う。 

⑤広域連携型：バリアフリー旅行相談窓口と協力して広域的な対応を行うケース。④

のケースでの協力を一つのバリアフリー旅行相談窓口と複数の観光案内所との協力

に広げる。 
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４．効率的・効果的な活動強化に向けたモデル事業の実施 

観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口が両所の特性を活かし連携、協働を図る地域

を対象に、観光地におけるユニバーサルツーリズムに対応した情報発信の向上、受入体

制の強化ならびに全国における取組の促進に繋げることを目的としてモデル事業を実

施した。モデル事業結果を踏まえ、全国の観光地の参考となるノウハウや知見、実践方

策を手引き集として取りまとめた。 

 

４.１ モデル事業実施地域の選定 

４.１.１ モデル事業の公募 

観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口が両所の特性を活かし連携、協働を図る地域

を対象にモデル事業実施地域の公募を行った。 

募集は、「（１）観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓口機能を付加するモデル」、

「（２）観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携モデル」のそれぞれについて

行った。 

【募集したモデルの概要】 

（１）観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓口機能を付加するモデル  

   ○市町村単位の取組 

   ○都道府県単位または広域連携の取組 等 

（２）観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携モデル 

   ○観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口が物理的に近い、または観光案内所内にバリ

アフリー旅行相談窓口が設置されるようなケース 

   ○観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口が別の場所にあるようなケース 

   ○複数の観光案内所と一つのバリアフリー旅行相談窓口が連携し、広域な範囲までカバ

ーするケース 等 

公募期間は、平成 28 年 10 月 6 日（木）～10 月 24 日（月）とし、観光庁ホーム

ページにて公募要項等を掲示した。応募する地域に対しては、所定の様式に沿って、現

状の取組状況や課題、本事業で実施したい内容、必要経費等について提出を求めること

とした。 

  



 35

４.１.２ 実施地域の選定 

公募期間中、観光協会等：4 地域、NPO・バリアフリー旅行相談窓口等：4 地域、旅

行業者等：2 地域の計 10 地域から応募書を受領した。 

受領した応募書をもとに、観光庁内において審査を行い、結果以下の 5 地域を選定し

た。 

【選定地域】 

①北海道札幌市 
・一般社団法人日本 UD 観光協会 

・北海道ユニバーサルツーリズム推進協議会 

②山形県 

・公益社団法人山形県観光物産協会 

・山形県 

・一般社団法人山形バリアフリー観光ツアーセンター 

③埼玉県長瀞町 ・一般社団法人長瀞町観光協会 

④長崎県長崎市 ・NPO 法人長崎バリアフリー推進協議会 

⑤鹿児島県南さつま市 ・南さつま市観光協会 
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４.２ モデル事業の実施 

４.２.１ 取組概要 

本事業において選定した 5 地域の取組概要について図表３３に示す。 

「観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓口機能を付加するモデル」としては、③長

瀞町、⑤南さつま市の取組が位置付けられる。2 地域ともに観光協会による応募であり、

本事業を通じた知見やノウハウの習得により、今後の観光案内の一環として、ユニバー

サルツーリズムへの対応を志向する地域であった。 

「観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携モデル」としては、①札幌市、②

山形県、④長崎市の取組が位置付けられる。既存の観光案内所等とバリアフリー旅行相

談窓口との協力体制を構築・強化することにより地域のユニバーサルツーリズムに対応

した観光案内を志向する地域であり、①札幌市、④長崎市についてはバリアフリー旅行

相談窓口を担う組織を中心とした取組、②山形県については、観光物産協会、県、バリ

アフリー旅行相談窓口の 3 者連携による取組であった。 

取組内容については、5 地域ともに、①地域内の観光施設や宿泊施設等のバリアおよ

びバリアフリー調査、②調査結果を踏まえたバリアおよびバリアフリー情報の発信、③

セミナー・勉強会・先進地調査等、④今後のユニバーサルツーリズムに対応した観光案

内に向けたマニュアル作成等を行った。 

5 地域いずれについても、先進地域等からのアドバイザーを招請し、取組全体を通じ

アドバイスを受けながら事業に取り組んだ。 
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図表３３ モデル事業５地域の取組概要 

 ①札幌市 ②山形県 ③長瀞町 ④長崎市 ⑤南さつま市

モ
デ
ル 

パ
タ
ー
ン
（
※
） 

機能付加 

モデル 
－ （都道府県モデル） 市町村モデル － 市町村モデル 

連携 

モデル 
協働型 広域連携型 － 連携型 （広域連携型） 

実施主体 

◇日本 UD 観光協

会 

◇北海道ユニバー

サルツーリズム

推進協議会 

◇山形県観光物産

協会 

◇山形県 

◇山形バリアフリ

ー観光ツアーセ

ンター 

◇長瀞町観光協会 
◇長崎バリアフリ

ー推進協議会 

◇南さつま市観光

協会 

取組

内容 

バリア及び

バリアフリ

ー調査 

・札幌市内の宿泊

施設を中心に

85 箇所 

・県内 4 拠点 35

箇所 

・町内および近隣

市町村 84 箇所 
・市内 50 箇所 ・市内 60 箇所 

情報発信 

・ホームページで

の発信 

・バリアフリーマ

ップ作成 

・英語版センター

案内作成 

・ホームページで

の発信 

・窓口開設案内パ

ンフ作成 

・バリアフリーマ

ップ作成 

・バリアフリー観

光ガイド作成 

・多言語デジタル

版作成 

・ホームページで

の発信 

セミナー・

勉強会等 

・地域関係者セミ

ナー 

・地域関係者セミ

ナー 

・主要関係者勉強

会 

・伊勢志摩活動調

査 

・窓口対応のため

の研修 

・地域関係者セミ

ナー 

・地域関係者セミ

ナー 

・地域関係者セミ

ナー 

・伊勢志摩及び沖

縄活動調査 

・窓口対応のため

の研修 

対応 

マニュアル

・センターおよび

観光案内所スタ

ッフ向けマニュ

アル 

・観光案内所スタ

ッフ向けマニュ

アル 

（・調査結果のデ

ータ化） 

・センターおよび

観光案内所スタ

ッフ向けマニュ

アル 

・観光案内所スタ

ッフ向けマニュ

アル 

アドバイザー ・親川 修 氏 ・中村 元 氏 
・株式会社 JTB 

総合研究所 
・中村 元 氏 

・中村 元 氏 

・かごしまバリア

フリーツアーセ

ンター 

（※）モデルパターンについては、「３．地域の受入拠点の更なる普及と受入体制強化手法の検討」参照 
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４.２.２ 実施結果 

（１）北海道札幌市 

 １）取組経緯 

一般社団法人日本 UD 観光協会および

北海道ユニバーサルツーリズム推進協議

会では、平成 23 年以降、道内における

ユニバーサルデザイン、ユニバーサルツ

ーリズムの推進に取り組んできた。平成

27 年 12 月には、北海道、札幌市、北

海道運輸局、北海道観光振興機構、札幌

観光協会等の支援・協力のもと札幌駅構

内に「北海道ユニバーサル観光センタ

ー・札幌」が開設された（JR 総合案内

所、北海道さっぽろ観光案内所が近接。

運営は北海道ユニバーサルツーリズム推

進協議会）。 

北海道ユニバーサル観光センター・札幌の取組を進める中で、「窓口相談員のスキル

アップ」、「広大な道内におけるバリアフリー観光情報の調査・情報収集」、「ホームペー

ジ等による情報発信の強化」、「増加する外国人観光客（高齢者・障がい者等）への対応」

等の課題への対応が必要となってきた。 

このような背景を踏まえ、北海道ユニバーサル観光センター・札幌の強化、既存の観

光案内所との連携および情報共有の強化等によるユニバーサルツーリズムに対応した

観光案内レベルの向上等を目的に本モデルの全道展開も視野に事業を実施することと

なった。 

 

 ２）本事業での取組内容および実施結果 

  ①バリア及びバリアフリー調査 

北海道ユニバーサル観光センター・札幌におけ

るバリアフリー観光案内のため、札幌市内の宿泊

施設を中心にバリア及びバリアフリー調査を実

施した。実地訪問に加え、メール、電話、FAX

等の手法により実査を行い、札幌市内 51 件、小

樽・ニセコ地域 6 件、道東地域 14 件、道南地

域 14 件の計 85 件の施設のバリア及びバリアフ

リー情報を取得した。 

 

 

図表３５ バリア及びバリアフリー調査項目

図表３４ 北海道ユニバーサル観光

センター・札幌の状況 
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  ②バリア及びバリアフリー情報の発信 

調査を行ったバリア及びバリアフリー情報について整理を行い、北海道ユニバーサル

ツーリズム推進協議会の運営するホームページ「バリアフリー観光 in 北海道」におけ

る情報発信を実施した。 

  

 

図表３６ ホームページ「バリアフリー観光 in 北海道」における情報発信の例 

 

また、特に利用者からの問合せの多い札幌市中心部のバリアフリー状況については、

「札幌市中心部ユニバーサル観光マップ」を作成し、案内に活用することとした。 

  

図表３７ 札幌市中心部ユニバーサル観光マップ 



 40

さらには、近年増加する外国人旅行者の高齢者や障がい者からの問合せに対応するた

め、北海道ユニバーサル観光センター・札幌の英語版案内パンフレットを作成した。英

語版パンフレットでは、センターの基本的な案内業務に加え、ニーズの高い車いすやベ

ビーカー貸出の案内を記載し、北海道ユニバーサル観光センター・札幌や新千歳空港国

際ターミナルの外国人観光案内所での配布等により周知できる内容とした。 

  

図表３８ 北海道ユニバーサル観光センター・札幌の英語版案内パンフレット 

 

  ③セミナー・勉強会等の開催 

北海道ユニバーサル観光センター・札幌及び、連携する北海道さっぽろ観光案内所の

スタッフを中心に、観光関係者全般を対象とした「ユニバーサル観光受入れセミナー」

を２回開催した。 

セミナーでは、NPO 法人バリアフリーネットワーク会議理事長の親川修氏（第 1 回）、

夢ツーリストきたみ代表の北見貴志氏（第 2 回）から、ユニバーサル観光の必要性、案

内業務に必要なスキルや知識、レンタル業務の注意点、お客様対応の心構え、具体的な

接遇（おもてなし）の方法等を習得する内容とした。 

図表３９ ユニバーサル観光受入れセミナーの概要 

 第１回 第２回 

講師 
NPO 法人バリアフリーネットワー

ク会議 理事長 親川修 氏 

夢ツーリストきたみ 代表 北見

貴志 氏 

参加者 38 名 19 名 

内容 
ユニバーサル観光の必要性、案内業

務やレンタル業務の注意点 

お客様対応、心構え、具体的な接遇

（おもてなし）の方法 

セミナー

の様子 
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セミナーには第 1 回 38 名、第 2 回 19 名の参加があり、いずれの回についても参加

者からは「実践的な内容ですぐに案内業務に活かすことができる」等の声が多く、今後

のサービス向上が期待できる内容となった。 

 

  ④対応マニュアル等の作成 

北海道ユニバーサル観光センター・札幌における高齢者や障がい者等への対応方法や

レンタルサービス等について取りまとめた「ユニバーサル観光案内対応マニュアル」を

作成した。作成にあたっては、本事業ならびにこれまでのセンター運営で蓄積した知見

やノウハウについて取りまとめ、全道の既存の観光案内所等におけるユニバーサルツー

リズムに対応した観光案内の実践にも活用いただくことを企図し取りまとめた。 

 

  

図表４０ ユニバーサル観光案内対応マニュアル 

 

  

■マニュアルの掲載概要 
1.高齢者・障がい者・外国人への

対応 

 ・基本的な対応方法、活用でき

るアプリやツール 

2.ユニバーサル（バリアフリー）

観光情報の収集と蓄積 

 ・調査の重要性、情報管理手法

3.レンタルサービス 

 ・車いすやベビーカーのレンタ

ル、外国人利用者への対応 

4.既 存 の 観 光 案内 所 に お け る 対

応、連携について 

 ・各窓口における役割、情報の

共有とスキルアップ 

5.お役立ちリンク集 
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 ３）本事業の成果および今後の課題 

  ①事業を通じて得られた成果 

ⅰ.情報の収集および発信の強化 

本業務において、北海道のユニバーサルツーリズムの推進に極めて重要かつ基礎とな

る 85 箇所のバリアおよびバリアフリー情報を収集するとともに、ホームページ等によ

る発信やユニバーサル観光マップの作成など、ユニバーサルツーリズムに対応した情報

発信の強化が図られた。 

 

ⅱ.外国人対応の強化 

北海道ユニバーサル観光センター・札幌の利用者の 1 割程度は外国人観光客であり、

バリアフリー観光の提供だけではなく、車いす、ベビーカーのレンタルを希望される方

も多い。本事業で作成した北海道ユニバーサル観光センター・札幌の英語版案内パンフ

レットを活用し、北海道の玄関口である新千歳空港での配布など PR をしていくことに

よって、潜在需要の掘り起こしに寄与するものと考えられる。 

 

ⅲ.セミナーによるスキルアップ 

本業務では、親川氏、北見氏を招請し、両者の知見、ノウハウに基づく具体的かつ実

践的なセミナーを開催することができた。ユニバーサル観光の必要性、案内業務やレン

タル業務における留意点、当事者に対応する上での心構えから、具体的な接遇（おもて

なし）の方法等について学ぶことができ、センターや既存の観光案内所における案内業

務の質の向上に寄与するものと考えられる。 

 

ⅳ.既存の観光案内所との連携強化 

本業務を通じて、既存の観光案内所との連携について、これまで現場レベルで対応し

ていたことの見直しを図ることができた。また、既存の観光案内所の得意分野（外国語

対応スタッフが常駐）を活かし、車いすやベビーカーを貸し出す際の申込書の表現のチ

ェックをしてもらう等、お互いの得意分野を活かした連携を強化するきっかけとなった。

さらには、ユニバーサル観光対応マニュアルを作成したことで、既存の観光案内所とも、

バリアフリー旅行相談に係る情報を共有することができ、今後のスムーズなお客様の引

き渡しや、北海道ユニバーサル観光センター・札幌の時間外の対応等に役立つものとな

った。 

 

  ②今後の展開 

ⅰ.道内のネットワークの強化 

北海道は旅行者の観光特性上、全道の情報に関するニーズが高い。各地域の情報を持

つ道内のバリアフリー旅行相談窓口との連携を深め、ネットワークを強化するとともに、

情報の共有を行うことが必要である。 

 

ⅱ.情報更新の仕組みづくり  

本業務で調査を実施した施設など北海道ユニバーサル観光センター・札幌で情報を保
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有し発信する宿泊施設や観光施設について、情報の変更があった際の更新の仕組みづく

りが必要である。例えば、ホテルが改装しバリアフリールームができた際などホテル側

から情報を提供してくれるケースもあるが、まだまだできていない状態であり、引き続

き情報収集、発信に努めるとともに、このような仕組みづくりも行っていく必要がある。 

 

ⅲ.ワンストップサービスに向けた検討 

北海道を訪れる観光客の一番の玄関口である新千歳空港には、現状、ユニバーサル観

光情報を提供する案内所がない。また、北海道を訪れる観光客は、インとアウトで異な

る空港を利用する場合も多い。玄関口となる新千歳空港等におけるユニバーサルツーリ

ズムに対応した窓口設置や案内機能の構築、北海道の観光特性を踏まえたワンストップ

サービスの提供方法等について検討していく必要がある。 

 

ⅳ.既存の観光案内所との更なる連携強化 

本業務の遂行、ユニバーサル観光対応マニュアルの作成等を通じて、既存の観光案内

所との連携を一定程度進捗させることができたが、引き続き更なる連携強化に向けて取

り組んでいく必要がある。人数が少なく忙しい既存の観光案内所スタッフとのスキルや

情報の共有に努めるとともに、今後もユニバーサル観光に関する受入セミナーや研修会

を実施していく。 

また、今後、北海道ユニバーサル観光センター・札幌において、外国人観光客（高齢

者、障がい者等）への PR を強化するにあたり、言語対応など既存の観光案内所スタッ

フに協力いただく機会も多い。バリアフリー旅行相談窓口、既存の観光案内所と切り分

けた対応ではなく、お互いに協力しトータルとしての受入体制の強化を目指す。 
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（２）山形県 

 １）取組経緯 

山形県におけるユニバーサルツーリズムの取組は、山形バリアフリー観光ツアーセン

ターを中心に「車いすによるパラグライダーの体験フライト」、「バリアフリー旅行商品

の造成・実施」、「福祉用具などの貸出・販売」、「観光・宿泊施設のバリアフリーアドバ

イス（ハード改修・研修）」、「旅の相談、予約・手配などを行うバリアフリーの相談セ

ンター」等に取り組んできた。 

一方で、「県内全域における観光施設、宿泊施設等のバリアおよびバリアフリー情報

の把握」、「自治体、観光協会、民間事業者など観光関係者全般の意識啓発やネットワー

クづくり」等が課題であり、「既存の観光案内所へのバリアフリー旅行相談機能の付加」

として、山形県観光物産協会の運営する「やまがた観光情報センター」（山形駅直結の

ビル内）にバリアフリー旅行相談窓口開設が検討されている状況にあった。 

このような中、本事業では、山形県観光物産協会、山形県、山形バリアフリー観光ツ

アーセンターの 3 者連携により、ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりを進

めるための事業に取り組むとともに、県内全域をカバーするバリアフリー相談窓口の設

置に向け、既存の観光案内所と山形バリアフリー観光ツアーセンターとの連携体制の構

築を目指し、事業を実施することとなった。 

 

 ２）本事業での取組内容および実施結果 

  ①バリア及びバリアフリー調査 

ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内を実施する上での基礎データとして、県

内の観光施設、宿泊施設、交通機関等のバリア及びバリアフリー調査を実施した。 

調査は県内の 4 エリア計 35 施設について現地訪問により実施し、1 件も断られるこ

となく完了することができ、ユニバーサルツーリズムに対する協力意向や関心の高さを

把握することができた。 

図表４１ バリアおよびバリアフリー調査箇所 
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  ②バリア及びバリアフリー情報の発信 

調査結果を踏まえ、バリア及びバリアフリー情報を高齢者や障がい者などの旅行者へ

提供するため、山形県の観光情報を掲載している山形県観光物産協会のホームページの

リニューアルを行うとともに、バリアフリー旅行相談窓口の開設を周知するためのパン

フレットを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４２ 山形県観光物産協会ホームページでのバリアフリー観光情報の発信 
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図表４３ バリアフリー旅行相談窓口開設のパンフレット 

 

  ③セミナー・勉強会等の開催 

県内におけるユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりに向けた連携体制の

構築や、バリアフリー旅行相談窓口の設置のための人材の育成等のため、①シンポジウ

ムの開催、②勉強会の開催、③窓口研修の実施、④先進地活動調査等を実施した。 

 

ⅰ.山形県バリアフリー観光推進シンポジウムの開催  

県内の観光関係者の意識啓発、理解促進等を目的に「山

形県バリアフリー観光推進シンポジウム」を開催した。 

シンポジウムは、２部構成で行い、第１部では、日本バ

リアフリー観光推進機構の中村元氏を講師に招き、バリア

フリー観光への取組の重要性等について講演いただいた。

第２部では、講演した中村氏に、県内の様々な立場の有識

者を加え、パネルディスカッションを行った。 

県内の宿泊施設、観光施設、旅行業者、交通機関、医療

福祉関係者など 135 名の参加があり、シンポジウムを通

じて多くの方にユニバーサルツーリズムの重要性を PR す

ることができた。また、シンポジウム後に自発的にユニバ

ーサルツーリズムに取り組む方がでてくるなど関係者の

意識啓発に大きく貢献する内容となった。  



 47

図表４４ 山形県バリアフリー観光推進シンポジウム概要 

講師 NPO 法人日本バリアフリー観光推進機構 理事長 中村元氏 

参加者 135 名（宿泊・観光施設、旅行業者、交通機関、医療福祉関係者 等） 

内容 バリアフリー観光の取組の重要性についての講演、パネルディスカッション

シンポジウ

ムの様子 

 

 

ⅱ.バリアフリー観光地づくりにむけた勉強会の開催 

バリアフリー観光に関する担当者間で取組課題の情報共有を図るため、関係者による

勉強会を開催した。 

 

図表４５ 「バリアフリー観光地づくりにむけた勉強会」開催概要 

場所 山形県南陽市市役所 

参加者 

山形県観光物産協会、南陽市観光協会、南陽市社

会福祉協議会、赤湯温泉旅館協働組合、山形バリ

アフリー観光ツアーセンター、陽光会いちょうの

家、山形県障がい福祉課、山形県観光立県推進課、

南陽市商工観光課 

内容 
・各団体等の取組や課題等の意見交換・情報共有 

・各団体間の連携のあり方 

 

 

「入浴介助者等を派遣できる仕組みづくり」や「ヘルパー等の登録制度」、「施設のバ

リアフリーに関する認定制度」、「バリアフリー対応の旅館等の発掘・利用者への情報発

信の必要性」等の意見があがる等、関係者における課題共有が図られた。 

 

ⅲ.やまがた観光情報センターバリアフリー窓口研修の開催 

やまがた観光情報センターにおけるバリアフリー旅行相談窓口の開設に向けて、セン

ター職員を対象とした研修会を実施した。バリアフリー観光案内の基本および実践につ

いて、山形バリアフリー観光ツアーセンターの加藤代表理事等を講師に計 5 回開催した。 

  

図表４６ 勉強会の様子
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図表４７ やまがた観光情報センターバリアフリー研修の概要 

研修内容 

・パーソナルバリアフリー基準に基づいた観光案内 

・バリアフリー旅行相談窓口の対応方法 

・旅行相談、問合せのパターン、対応の流れ 

・障がい別の対応のポイント 

・バリアフリー調査施設データからの観光施設のバリアフリー確認方法 

・スタッフ同士の情報共有の方法 等 

研修の様子 

  

 

ⅳ.先進地活動調査 

バリアフリー観光の先進地である三重県（伊勢志摩バリアフリーツアーセンター）の

活動を調査し、宿泊施設や観光施設、バリアフリー旅行相談窓口、公共交通機関等につ

いて実地調査を行った。 

＜先進地活動調査による知見等＞ 

（１）バリアフリー調査 

○バリアフリー調査だけでなく、障がい者視点によるバリア・バリアへの対応の調

査や駅などの車いす使用者用の案内マップの必要性 

（２）バリアフリー旅行の相談、案内、紹介 

○障がい者からの問合せに対する観光案内所とバリアフリーツアーセンターとの連

携体制やツアーセンターにおける問合せ対応（障がい者からの聴き取り、紹介手

法） 

（３）宿泊・観光施設の改修 

○病院・老人ホームのようなホテルなどにはならないように意識した改修により一

般の方にも人気がでて、稼働率も高くなる 

○障がい者にとって多少のバリアには対応可能であり、スタッフの支援などの対応

があれば問題ないケースも多い 等 
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  ④対応マニュアル等の作成 

県内の観光案内所や観光関係者のバリアフリー観光の推進に寄与するとともに、県内

全域でバリアフリー相談が可能となる体制づくりを進めるためのマニュアルとして、

「バリアフリー観光お客様相談の心得～おもてなし観光推進プロジェクト～」を取りま

とめた。 

マニュアルでは、バリアフリー旅行相談窓口の対応・案内手法や障がい別の対応のポ

イント、具体的な相談事例と対応ポイント等について分かりやすく掲載するとともに、

オール山形としてバリアフリー観光に取り組む上での各主体の連携体制、役割分担等に

ついて整理した。 

 

 

図表４８ バリアフリー観光お客様相談の心得 

 

  



 50

 ３）本事業の成果および今後の課題 

  ①事業を通じて得られた成果 

ⅰ.県・観光物産協会・バリアフリー観光ツアーセンターの連携体制の確立 

本モデル事業に３者連携して取り組むことにより、ユニバーサルツーリズムに対応し

た観光地づくりを推進するうえでの連携体制の強化を図ることができた。また、独自マ

ニュアル（バリアフリー観光お客様相談の心得）の作成により、今後の取組体制の明確

化を図ることができた。特に、やまがたバリアフリー観光ツアーセンターの加藤代表理

事の存在が大きな原動力となっており、山形の取組の最も大きな特徴となっている。 

 

ⅱ.バリアフリー観光の PR と機運醸成 

山形県バリアフリー観光推進シンポジウム等を通じて、多くの方にバリアフリー観光

の必要性を PR することができた。バリアおよびバリアフリー調査について１件も断ら

れることなく遂行でき、シンポジウム後には自発的に行動する方々が出てくる等、バリ

アフリー観光を推進する上での機運醸成を図ることができた。 

 

ⅲ.既存の観光案内所の対応力の向上 

既存のやまがた観光情報センターで実践に即

した研修を実施し職員の対応力の向上を図るこ

とができた。また、山形バリアフリー観光ツア

ーセンターと連携し、バリアフリー旅行相談窓

口としての対応を進捗させることができた（平

成 29 年度より、やまがた観光情報センター内

にバリアフリー旅行相談窓口を開設予定）。 

図表４９ バリアフリー旅行相談窓口を 

設置予定のやまがた観光情報センター 

  ②今後の展開 

ⅰ.バリアフリー旅行相談窓口としての対応の実践と更なる連携強化 

平成 29 年度より開始予定のやまがた観光情報センターにおけるバリアフリー旅行相

談窓口の取組について、日々の実践により知見とノウハウを蓄積していくことが必要で

ある。また、職員のレベルアップ研修の継続と山形バリアフリー観光ツアーセンターお

よび県と連携した対応が求められる。 

 

ⅱ.県下全域への拡大 

バリアおよびバリアフリー調査について、本事業では 35 箇所の調査を実施したが、

継続的な実施により、情報発信施設数を拡大することが必要である。また、県下の各市

町村の観光案内所との連携と各案内所のバリアフリー対応の向上、そのための研修の実

施や専門員の育成等が求められる。 
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ⅲ.更なる機運醸成 

観光関係者、県民へのバリアフリー観光の浸透とそのための講演会等を引き続き検討

していくことが必要である。モデルツアーやイベント開催等により、興味と関心を高め

る機会の創出が求められる。 

 

ⅳ.まちづくりとの連携 

「山形県障がいのある人もない人も共に生きる社会づくり条例」と連携したバリアフ

リー観光の浸透など、まちづくりとの連携が必要である。 

また、観光立県を目指すなか、バリアフリー観光という新たな取組から、2020 年の

東京オリンピック・パラリンピックを山形県でも盛り上げるとともに、誰もが安心して

生活できるバリアフリー社会の実現・誰もが住みやすい環境づくりの実現を目指す。 
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（３）埼玉県長瀞町 

 １）取組経緯 

長瀞町は観光が主要産業のまちであり、関係者の積極的な観光施策により、近年観光

客は増加傾向にある。一方でユニバーサルツーリズムに対しては関心が低く、観光案内

所を運営する長瀞町観光協会においても宿泊施設や観光施設のバリアフリー等の対応

状況について把握できておらず、観光客からの問合せや相談に総合的に対応できていな

い現状があった。 

本モデル事業により、ユニバーサルツーリズムに関する調査や情報発信等の一連の事

業を観光協会職員自らが遂行し、ノウハウを習得することで、事業後の観光案内の向上、

対応強化を図ることを目指し事業を実施することとなった。 

 

 ２）本事業での取組内容および実施結果 

  ①バリア及びバリアフリー調査 

長瀞町内を中心に、地域の主要な観光施設、宿泊施設、トイレ、飲食店、土産物店、

交通施設等 84 箇所のバリア及びバリアフリー調査を実施した。調査はアドバイザーか

らの指導のもと、観光協会職員自らが現地訪問により実施することで、調査データとと

もに、知見やノウハウの習得に努めた。 

 

図表５０ バリア及びバリアフリー調査項目 

項目 内容 宿泊施設 観光施設 飲食店 土産物店 体験施設

 入口 
段差の有無・高さ 〇 〇 〇 〇 〇 

通れる幅はあるか 〇 〇 〇 〇 〇 

②エレベーター 
エレベーターの有無と幅 〇 〇     〇 

車いす対応の操作盤 〇 〇     〇 

③トイレ 車いす対応のトイレの有無 〇 〇 〇   〇 

④客室 

バリアフリールームの有無 〇         

入口の幅 〇         

室内のスペースは十分にあるか 〇         

トイレ・浴室の設備 〇         

ベッドの有無・高さ 〇         

⑤施設内 

段差の有無・高さ   〇     〇 

幅   〇     〇 

斜度   〇     〇 

⑥大浴場 

更衣室までの段差 〇         

浴槽に手すりはあるか 〇         

シャワーチェアの有無 〇         

⑦飲食ブース 
車いすで食事可能な席の有無 〇   〇     

車いすから移動可能な椅子有無 〇   〇     

⑧店内 

通路の幅（75cm 以上）       〇   

商品棚の高さ       〇   

レジ台の高さ（約 70cm）       〇   

宅急便の対応       〇   

⑨車いす貸出 車いすの貸出 〇         

⑩人的配慮 車いす使用者の受入の実績 〇 〇 〇 〇 〇 
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図表５１ バリア及びバリアフリー調査項目（トイレ） 

項目 内容 

 トイレまでの導線 
段差の有無・高さ 

通れる幅はあるか 

②多機能トイレ 

独立タイプ 

女性タイプ 

男性タイプ 

③ドア 

自動ドア 

手動ストップ機能 

ドアの種類（引き戸または押戸など） 

入口の幅（100ｃｍ以上） 

④機能 

オストメイトの有無 

おむつ替えベッドの有無 

ベビーキープの有無 

⑤室内の広さ 

車いすが入る 

入れるが車いすが回転できない 

車いすが回転できる 

図表５２ 調査の様子   

 

 

  ②バリア及びバリアフリー情報の発信 

調査を行ったバリア及びバリアフリー情報について整理を行い、長瀞観光バリアフリ

ーマップを作成した。長瀞町全体のマップの中でバリアフリー対応観光な施設を表示す

るとともに、各施設の紹介、交通機関の案内、必要な連絡先を掲載した。バリアフリー

マップであることに加え、長瀞観光の魅力を訴求することに留意し、長瀞らしい観光地

の写真を使用するとともに、デザインにも配慮し作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５３ 長瀞観光バリアフリーマップ 
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  ③セミナー・勉強会等の開催 

長瀞町の観光事業者および近隣市町村の観光関係者を対象に、ユニバーサルツーリズ

ムに対する意識醸成と基礎的な知識習得のため、ユニバーサルツーリズム促進勉強会を

開催した。 

勉強会は、心のバリアフリーに関する座学、様々な障がいへの対応を学ぶ実践の 2 部

構成とし、JTB 総合研究所を講師として 30 名の参加があり、ユニバーサルツーリズム

の重要性、実践方法を周知することができた。 

 

図表５４ ユニバーサルツーリズム促進勉強会概要 

講師 株式会社 JTB 総合研究所 梅原裕子氏、長橋正巳氏 

参加者 30 名 

内容 バリアフリー観光の概要と受入のポイント、講義＋実技 

勉強会の

様子 
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 ３）本事業の成果および今後の課題 

  ①事業を通じて得られた成果 

ⅰ.知見・ノウハウの習得 

本モデル事業において、バリア及びバリアフリー調査、長瀞観光バリアフリーマップ

の作成を観光協会職員自らが実施することによって知識、ノウハウを習得することがで

きた。障がい者の目線に立った案内の重要性を認識できたこと、観光協会職員が自らの

言葉で案内できるようになったことは大きな成果となった。 

 

ⅱ.客観的な調査データ等の収集 

本モデル事業において、地域の主要な観光施設、宿泊施設、トイレ、飲食店、土産物

店、交通施設等 84 箇所の調査データを取得することで、客観的な情報提供や数値を用

いた観光案内の基盤を整備することができた。 

 

 

図表５５ 調査データの一元化（観光トイレの例） 

 

ⅲ.地域関係者とのネットワークの構築 

本モデル事業を通じて、地域の観光事業者だけでなく、町の福祉部局、社会福祉協議

会など、これまで関係性が少なかった主体とのネットワークを構築することができた。 

 

  ②今後の展開 

ⅰ.バリアフリー旅行相談窓口としてのノウハウの蓄積と情報発信の充実 

長瀞町観光案内所において、平成 29 年度より「長瀞観光バリアフリー旅行相談窓口」

としての取組を開始し、日々の実践により知見とノウハウを蓄積していくことが必要で

ある。また、ホームページによる情報発信の充実を図ることや、近隣市町村との協力体

制構築、ノウハウ提供により町域を超えたエリアでの機運醸成を図ることなど更なる取

組推進も求められる。 

 

ⅱ.地域関係者の更なる意識啓発 

ハード面のバリアが多く存在する長瀞町の施設特性を踏まえ、金銭的負担の大きいハ

ード面のバリア解消だけでなく、ソフト面の心のバリアフリーについて更なる理解促進
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を進める必要がある。各事業者がソフト面の実践をすることで、障がい者を含めた誰も

が楽しめる長瀞観光の実現に向け取組を推進する。 
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（４）長崎県長崎市 

 １）取組経緯 

長崎市では、長崎バリアフリー推進協議会を中心に長崎市及び長崎国際観光コンベン

ション協会と連携しユニバーサルツーリズムに取り組んできた。これまでに、ホームペ

ージ「長崎バリアフリー情報局」の構築やバリアフリーサポーターの人材育成、電話等

での問合せや相談対応等を実践してきた。 

このような中、バリアフリーやユニバーサルツーリズムの意識は少しずつ受け入れら

れるようになってきたが、更なる観光案内の向上、協力体制の確立等を目指し、また今

後の物理的なバリアフリー旅行相談窓口の設置も視野に本モデル事業に取り組むこと

となった。 

 

 ２）本事業での取組内容および実施結果 

  ①バリア及びバリアフリー調査 

長崎市内の主要な観光施設、宿泊施設等のバリア及びバリアフリー調査を実施した。

調査にあたっては、日本バリアフリー観光推進機構の専門員研修を受講した上で実施し

た。対象施設の選定にあたっては、長崎国際観光コンベンション協会と連携の上選定し、

市内 50 箇所の調査データを取得することができた。 

 

  ②バリア及びバリアフリー情報の発信 

調査を行ったバリア及びバリアフリー情

報について整理を行い、長崎市バリアフリ

ー観光ガイドブック 2017 を作成した。 

A4 サイズ 48 ページの冊子形式とし、バ

リアフリー情報だけでなく、観光の魅力を

訴求できる内容とした。 

作成したガイドブックは、紙媒体として

だけでなく、スマートフォンやタブレット

で利用できるように作成した。スマートフ

ォン及びタブレット版については、英語、

中国語（簡体字、繁体字）、韓国語、タイ語

でも表示できるよう作成した。 

 

 

 

図表５６ バリアフリー観光ガイドブック 2017
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  ③セミナー・勉強会等の開催 

市内の観光関係者の意識啓発、理解促進等を目的に「バ

リアフリー観光講演会」を開催した。 

日本バリアフリー観光推進機構の中村元氏を講師に招

き、バリアフリー観光への取組の重要性等について、具体

的な実例をもとに、バリアフリー観光の促進が個々の事業

所の売上を増加させること、地域全体の発展に波及するこ

と等について講演いただいた。 

市内の宿泊施設、観光施設、旅行業者、交通機関、医療

福祉関係者など 48 名の参加があり、講演会を通じて多く

の方にユニバーサルツーリズムの重要性を PR することが

できた。 

図表５７ バリアフリー観光講演会の概要 

講師 NPO 法人日本バリアフリー観光推進機構 理事長 中村元氏 

参加者 48 名 

内容 
バリアフリー観光の集客力、成功のポイント、パーソナルバリアフリー基

準について 等 

講演会の

様子 
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  ④対応マニュアル等の作成 

観光関係者とバリアフリー旅行相談窓口の連携等について取りまとめ、観光関係者に

対してバリアフリー旅行相談窓口の役割や地域の中での位置づけ、協力体制を周知する

ためのマニュアルを作成した。バリアフリー旅行相談に係る対応方法を共有することで、

観光関係者とバリアフリー旅行相談窓口の連携を推進することを企図し取りまとめた。 

 

   

図表５８ 対応マニュアル  
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 ３）本事業の成果および今後の課題 

  ①事業を通じて得られた成果 

ⅰ.バリア情報（バリアフリー情報）の標準化 

本モデル事業において、地域の主要な観光施設、宿泊施設等 50 箇所について、バリ

アフリー旅行相談窓口の基本となるバリア情報の統一基準による収集（調査）を実施す

ることができた。また、調査結果を反映した長崎市バリアフリー観光ガイドブック

2017 を作成し情報発信を実施することができた。 

 

ⅱ.地域関係者の機運醸成 

バリアフリー観光講演会等を通じて、多くの方にバリアフリー観光の必要性を PR す

ることができた。事後の参加者の声などから地域関係者の意識変容、認識の錯誤の解消、

実践に向けた動きを確認することができた。 

 

ⅲ.観光関係者との協力体制の強化 

事業全体を通じて、ユニバーサルツーリズムへの理解が促進されたことで、長崎市お

よび長崎国際観光コンベンション協会をはじめとする観光関係者との協力体制を強化

することができた。 

 

  ②今後の展開 

ⅰ.バリア情報（バリアフリー情報）を収集する仕組みの検討 

バリアおよびバリアフリー調査について、本事業では 50 箇所の調査を実施したが、

継続的な実施により、情報発信施設数を拡大することが必要である。その上では、効率

的な調査および情報更新のため、パソコンやタブレット等を通じて、宿泊施設、観光施

設等が各施設の情報を入力し、入力結果をホームページ上で発信するようなシステムを

検討する。 

 

ⅱ.窓口設置に向けた検討 

長崎市では、現状、物理的なバリアフリー旅行相談窓口が設置されていないが、長崎

バリアフリー推進協議会を中心に関係者と連携のうえ、設置に向けた協議・検討を進め

る必要がある。 

 

ⅲ.ユニバーサルツーリズムに対応するための多様な地域ネットワークの構築 

ユニバーサルツーリズムの多様なニーズに対応する上では、観光関係者に加え、福祉

施設や移送サービスなど多様な主体との連携が必要となる。地域として取り組むための

多様な連携体制の構築に向けた勉強会等を開催し、長崎版のユニバーサルツーリズムの

ネットワーク化を推進する。 
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（５）鹿児島県南さつま市 

 １）取組経緯 

南さつま市は、「指宿」や「知覧」といった知名度の高い観光地が近いものの、市内

に著名な観光資源がないなど効率的に観光客を誘客出来ていない状況にある。そのよう

な中、ユニバーサルツーリズムに取り組むことで、その打開を図り、南さつま市ならで

はの特徴を持った観光地づくりを推進するため、平成 27 年度よりユニバーサルツーリ

ズムの取組を開始するに至った。 

平成 27 年度は、日本バリアフリー観光推進機構の中村元氏を講師に招いた講演会を

開催するとともに、かごしまバリアフリーツアーセンターと連携し、観光施設のバリア

フリー調査を実施した。平成 28 年度は、沖縄バリアフリーツアーセンターの親川修氏

に「地域資源を活かした観光バリアフリー」について講演いただくなど地域の機運醸成

を図ってきた。 

このような背景を踏まえ、本事業では、ユニバーサルツーリズムに対応した地域の受

入体制の更なる強化を図るため、「観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓口機能を付

加するモデル」として、近隣市町村とも連携した取組を実施することとなった。 

 

 ２）本事業での取組内容および実施結果 

  ①バリア及びバリアフリー調査 

ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内を実施する上での基礎データとして、市

内の観光施設、宿泊施設、飲食店等 60 箇所について、バリア及びバリアフリー調査を

実施した。調査は、かごしまバリアフリーツアーセンターと連携し、各設備の段差やサ

イズ、ソフト面の対応、レンタル可能な機器の有無等について確認した。 

 

  ②バリア及びバリアフリー情報の発信 

調査を行ったバリア及びバリアフリー情報について整理を行い、南さつま市観光協会

ホームページにおける情報発信を実施した。調査結果に加え、バリアフリーに関する特

集ページとして、相談窓口の開設案内、体験プログラム等の情報や市内のトイレマップ

等についても掲載した。 

また、かごしまバリアフリーツアーセンター及び日本バリアフリー推進機構のホーム

ページからのリンクを行った。 
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図表５９ ホームページによる情報発信 

 

  ③セミナー・勉強会等の開催 

南さつま市および南薩地域におけるユニバーサルツーリズムに対応した地域の受入

体制の強化を図るため、①相談センター業務研修、②ユニバーサルツーリズムセミナー、

③バリアフリーワークショップ、④先進地活動調査等を実施した。 

①相談センター業務研修では、かごしまバリアフリーツアーセンターと連携し、障が

い者の基本的な特性や調査方法、相談窓口の実践方法等について習得した。 

②ユニバーサルツーリズムセミナーでは、日本バリアフリー観光推進機構の中村元氏

を講師に招き、バリアフリー観光の推進による誘客や、実践方法について講演いただい

た。南さつま市および周辺自治体の観光関連事業者等 57 名が参加し、参加者の 96%

がバリアフリー観光の必要性を実感するなど関係者の意識啓発に大きく貢献する内容

となった。 

③バリアフリーワークショップでは、e ワーカーズ鹿児島の紙屋久美子氏を講師に、

ユニバーサルツーリズムの広域連携の取り組み方をテーマとして、ワークショップを行

った。南さつま市および周辺自治体の観光関連事業者等 26 名が参加し、参加者の 100%

が広域でバリアフリー観光を進める必要性を実感するなど実践的なワークショップと

なった。 

④先進地活動調査では、ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内に先進的に取り

組む沖縄（沖縄バリアフリーツアーセンター）および伊勢志摩（伊勢志摩バリアフリー

ツアーセンター）の活動を調査し、バリアフリーアクティブメニューの調査やバリアフ

リー旅行相談窓口、宿泊施設、観光施設における対応方法について実地調査を行った。 
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図表６０ 相談センター業務研修の概要 

概要 研修の様子 

講 師：かごしまバリアフリーツアーセンター 

参加者：南さつま市観光協会スタッフ 

内 容：障がい者の基本的な特性、パーソナルバリアフ

リー基準、調査先での実践研修バリアフリー旅

行相談窓口の実践方法 等 

回 数：5 回実施  

 

 

図表６１ ユニバーサルツーリズムセミナーの概要 

概要 セミナーの様子 

講 師：日本バリアフリー観光推進機構 

 理事長 中村元氏 

参加者：57 名 

内 容：バリアフリー観光による誘客、実践方法 等 

 

 

図表６２ バリアフリーワークショップの概要 

概要 ワークショップの様子 

講 師：e ワーカーズ鹿児島 理事長 紙屋久美子氏  

参加者：26 名 

内 容：ユニバーサルツーリズムの広域連携の取り組み

方、ワーク＋発表 

 

 

図表６３ 先進地活動調査の概要 

沖縄 伊勢志摩 

○バリアフリーアクティブメニューの調査

及び視察、沖縄バリアフリーツアーセン

ターとの意見交換 

 

○伊勢志摩バリアフリーツアーセンター、

宿泊施設、観光施設、公共交通機関を視

察 
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  ④対応マニュアル等の作成 

南さつま市観光協会における今後のユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の

ための「ユニバーサルツーリズムお問い合わせ対応マニュアル」を作成した。想定され

る問合せパターンや問合せの対応と手順を整理するとともに、相談時に対応しやすくす

るための相談票を作成した。 

 

  

図表６４ 対応マニュアルおよび UT 相談票  
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 ３）本事業の成果および今後の課題 

  ①事業を通じて得られた成果 

ⅰ.知見・ノウハウの習得と客観的な調査データ等の収集 

本モデル事業におけるバリア及びバリアフリー調査や研修、セミナー、ワークショッ

プ、先進地活動調査等を通じてユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり、観光

案内を実践するうえでの知識・ノウハウを習得することができた。これまでは曖昧な情

報しかない中で問合せに対応するなどトラブルと背中あわせの対応をしていたが、客観

的調査データを取得できたことで今後の案内体制を構築することができた。 

 

ⅱ.バリアフリー旅行相談窓口として取り組む上での機運醸成 

本モデル事業の推進を通じた観光協会職員、地域関係者の意識醸成等により、今後南

さつま市観光協会においてバリアフリー旅行相談窓口としての対応を開始する上での

地域のコンセンサスを促進することができた。 

 

  ②今後の展開 

ⅰ.バリアフリー旅行相談窓口としてのノウハウの蓄積とバリアフリーツアーセンター

との連携 

平成 29 年度より開始予定の南さつま市観光協会におけるバリアフリー旅行相談窓口

の取組について、日々の実践により知見とノウハウを蓄積していくことが必要である。

また、かごしまバリアフリーツアーセンターとの継続的かつ円滑な連携体制の構築が求

められる。 

 

ⅱ.地域関係者との継続的な情報共有と更なるレベルアップ 

ユニバーサルツーリズムを促進するうえで、地域内の観光事業者、福祉事業者、行政

等との継続的な意見交換や情報共有を行う場づくりが必要である。また、継続的な研修

実施など学びの場を持つことで、接遇の更なる向上や食物アレルギーへの対応など取組

レベルの向上を図る。 

 

ⅲ.南薩地域としての広域展開 

南さつま市観光協会を中心に、南薩地域としてのユニバーサルツーリズムの受入体制

づくりなど広域展開を進める必要がある。近隣市町村が取り組むスピードや内容はそれ

ぞれ異なるため、各市町村の実情を踏まえた取組の推進が求められる。 

2020 年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて取組を推進し、バリアフリー

旅行相談窓口業務を中心にユニバーサルツーリズムの受入体制を充実させ、観光客の受

入体制を強化するとともに、そこで培ったノウハウや整備されたハード面を 2021 年以

降にも活かし継続的な取組を目指す。 
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４.３ モデル事業の検証（事業全体を通じた成果と課題） 

（１）今回の対象５地域におけるユニバーサルツーリズムの受入体制基盤の構築 

今回の対象５地域の取組意欲・熱意は非常に高く、モデル事業を通じて各地の受入体

制の基盤を構築することができた。 
 

・バリア及びバリアフリー調査と結果の情報発信 

・研修・セミナー等によるノウハウ習得 

・窓口立ち上げ、連携体制構築  等 

 

（２）モデル事業を踏まえた取組の継続・発展 

モデル事業の結果を踏まえ、次年度以降の取組の継続・発展が大きく見込まれる。 
 

・札幌：全道への展開、ワンストップサービスに向けた検討 

・山形：観光物産協会における窓口設置（平成 29 年度）、県における予算化 

・長瀞：窓口としての実践、ホームページでの情報発信 

・長崎：窓口設置にむけた検討、市および観光協会と連携したモデルコース作成 

・南さつま：窓口としての実践、南薩地域としての取組推進  等 

 

（３）観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口の両所の特性を活かした連携、協働 

モデル事業の趣旨である、観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口の両所の特性を活

かした連携、協働を図ることができた。 
 

【観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓口機能を付加するモデル】（長瀞町、南さつま市） 

○今回の事業により、アドバイザーによる指導等を通じて、今後、案内・活動していく

上での知見・ノウハウのベースを習得することができた 

○これまでは客観的な情報が無かったため「曖昧な返答や各施設に問合せてください」

⇒モデル事業で客観的な情報収集ができたため、総合的に案内することが可能に 

○今後、観光案内所（観光協会）が地域のバリアフリー旅行相談窓口としての機能を付

加した案内をスタートするなかでは、継続的な知識、経験の蓄積により、対応力を向

上していくことが必要 

○その上では、バリアフリー旅行相談窓口等との連携体制が引き続き重要となる 
 

【観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携モデル】（札幌市、山形県、長崎市） 

○今回の事業により、観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携が促進・強化さ

れた 

⇒札幌市、長崎市では、既存の観光案内所等との協力体制が強化 

⇒山形県では、既存の観光案内所（観光物産協会）とバリアフリー旅行相談窓口（山

形バリアフリー観光ツアーセンター）との役割分担、今後の連携体制が整理され、

次年度以降の更なる展開が見込まれる 

○一方で、今回のモデル事業では、観光案内所等を含む行政、観光協会等との協力体制

が一定程度あった中での取組であったが、今後取組を全国に普及させる上では、そこ

に至るまでが課題   
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４.４ ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の実践方策（手引き集）の作成 

全国の観光地におけるユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の向上のため、本

事業における 5 地域でのモデル事業結果や先進地域の事例等より、観光案内所における

ユニバーサルツーリズムへ対応した観光案内の実践方法、バリアフリー旅行相談窓口と

の連携方法等について、ポイントや手順等を手引き集として取りまとめた。 

手引き集の主な対象者は、自治体、観光協

会、観光案内所関係者等とし、バリアフリー

旅行相談窓口や関係者全般の活用にも配慮

して作成した。 

対象者や地域の状況、取組の熟度に応じて

参照できるよう取組のステップ毎に実践方

法を整理するとともに具体的な事例を掲載

した。各地の状況、実情に応じて、できるこ

とに少しでも取り組んでもらい、全国の観光

地におけるユニバーサルツーリズムへの対

応の底上げを図ることを企図した。 

図表６５ 作成した手引き集 
 

図表６６ 手引き集の構成 

項目 内容 

１．ユニバーサルツーリ

ズ ム に 対 応 し た 観

光案内の必要性 

（1）ユニバーサルツーリズムの必要性 

（2）ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の必要性 

２．観光案内所とバリア

フ リ ー 旅 行 相 談 窓

口 の 両 所 の 特 性 を

活かした連携、協働

（1）観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓口機能を付加す

るモデル 

（2）観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携モデル

（3）先進地域、平成 28 年度観光庁モデル事業実施地域の事

例 

３．ユニバーサルツーリ

ズ ム に 対 応 し た 観

光案内の実践 

STEP１ 当事者のことを知る 

（1）既存のマニュアル等の収集・確認 

（2）当事者ニーズの把握／当事者とのコミュニケーション 

STEP２ 地域の状況を知る 

（1）自地域における既存のバリアフリー情報の確認・収集 （調

査結果や資料等） 

（2）バリアおよびバリアフリー調査の実施 

STEP３ 情報を発信する／観光案内へ活かす 

（1）WEB や紙媒体等による情報発信 

（2）相談対応／観光案内の実践 
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５．宿泊施設の情報発信等に関する課題整理 

高齢者や障がい者が旅行をする上で、宿泊施設のバリア及びバリアフリー情報は、非

常に重要な要素の一つである。一方で、国土交通省国土交通政策研究所の調査研究では、

宿泊施設のユニバーサルツーリズムに係る対応の現状として、以下のような実態が指摘

されている。 

・車いす使用者の受入経験は多いが（約

8 割）、受入に積極的な宿泊施設は少な

い（約 1 割） 

・設備について、館内のバリアフリー対

応が約 7 割、バリアフリールーム（準

ずる客室含む）は約 4 割あるにも係わ

らず、「施設や設備が整っていない」と

いう理由で消極的 

 ⇒多くの宿泊施設が受け身の対応であ

り、設備等があっても情報発信がさ

れていないケースも多い 

 

【車いす使用者の受入に積極的でない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

【車いす使用者への情報発信方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：車いす、足腰が不安なシニア層の国内宿泊旅行拡大に関する調査研究（平成 28 年 4 月、国土交通省国土交通政策研究所） 

図表６７ 宿泊施設の車いす使用者の受入状況と意向 

 

また、「バリアフリー対応」を謳う宿泊施設においても、情報発信項目や情報発信内

容は、必ずしも統一されていない。旅行業者や宿泊検索サイト等においても、バリアフ

【車いす使用者の受入意向】

受入に積極的な宿

泊施設は 13%と

少なく、大部分は

受け身の対応 

n=380 

施設や整備が整っ

ていないことが車

いすの受入に積極

的でない理由とし

て最も多い

「受入に積極的」

とした宿泊施設で

も、「自社ホーム

ページ」での周知

は約半数

「リクエスト対応」

とした宿泊施設でも

「特に周知していな

い」は約 70% 
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リーに係る検索項目はあるが、「宿泊施設が設定した内容を検索できるようにしている

だけ」、「掲載基準は特にない」といったようにその基準は曖昧であり、利用者にとって

分かりやすい情報発信がされているとは言い難い状況にある。 

 

図表６８ バリアフリー等に関する旅行検索サイトの検索結果 

キーワード 検索サイト 該当数 備考 

バリアフリー 

楽天トラベル 4,945  

人に優しい宿（楽天トラベル内） 3 「車いす利用客室あり」で選択

じゃらん 622  

トラベルコちゃん 1  

JTB 152  

一休.com 445  

バリアフリー

ルーム 

楽天トラベル 2,388  

人に優しい宿（楽天トラベル内） 3 「車いす利用客室あり」で選択

じゃらん 87  

トラベルコちゃん 1  

JTB 19  

一休.com 261  

出典：車いす、足腰が不安なシニア層の国内宿泊旅行拡大に関する調査研究（平成 28 年 4 月、国土交通省国土交通政策研究所） 

 

このような現状を踏まえ、本章では、宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した

情報発信等の現状を把握した上で、当該分野における今後の課題および方向性について

検討した。 
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５.１ 現状把握 

宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等について、「①利用者ニー

ズ」、「②情報発信内容」、「③評価基準等」の視点から現状把握を行った。 

 

５.１.１ 利用者ニーズ 

全国の観光案内所等の既存窓口を対象としたアンケート調査結果より（「２．受入拠

点における現状把握」参照）、観光案内所における高齢者・障がい者からの問合せのう

ち、「宿泊施設」に関する問合せは 42.9%と、観光地・観光施設等、移動手段に次いで

ニーズが高くなっている。 

  

図表６９ 観光案内所における高齢者や障がい者からの問合せ内容 

 

また、宿泊施設に関する問合せの具体的な内容を見ると、「バリアフリー対応全般」

が 66.7％と最も多く、宿泊施設の利用可否を判断するための情報へのニーズが高くな

っている。次いで「入浴・お風呂」45.1％、「客室」43.8％、「トイレ」33.3％の順と

なっている。 

  

図表７０ 高齢者や障がい者からの宿泊施設に関する問合せの具体的な内容 

76.5 

43.2 

42.9 

39.9 

36.3 

26.2 

3.3 

16.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

観光地・観光施設等

移動手段

宿泊施設

各種料金の割引等

飲食店等

機器等のレンタル

医療機関等

その他

66.7 

45.1 

43.8 

33.3 

20.8 

16.0 

13.9 

9.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BF対応全般（利用可否等）

入浴・お風呂

客室

トイレ

食事

サービス内容

駐車場

その他

n=336 

n=144 



 71

５.１.２ 情報発信内容 

（１）宿泊施設 

当事者からの情報ニーズが高い宿泊施設のユニバーサルツーリズムに関連した情報

発信について、図表６７のとおり、現状では消極的な施設が多い一方で、図表７１のよ

うに実際の寸法（サイズ）や写真等の利用者判断に資する客観的な情報を発信する施設

もみられる。 

【京王プラザホテル】          【富士レークホテル】 

 

高齢者や障がい者等のユニバーサル対応全般、客室や大浴場、設備全般の写真

や動画、寸法（サイズ）等をホームページ等により情報発信 

図表７１ 宿泊施設におけるユニバーサルツーリズムに対応した情報発信例 

 

（２）バリアフリー旅行相談窓口 

宿泊施設単独ではユニバーサルツーリズムに対応した情報発信に消極的な施設が多

いが、バリアフリーツアーセンターやユニバーサルツーリズムセンター等のバリアフリ

ー旅行相談窓口のある地域では、地域内の宿泊施設等の客観的なバリア情報（数値やサ

イズ、写真等）をバリアフリー旅行相談窓口のホームページ等により発信しているケー

スも多い。バリアフリー旅行相談窓口のある地域では、宿泊施設を含む観光関係者全般

のユニバーサルツーリズムに対する意識醸成が図られており、また情報発信に必要な施

設内のバリアおよびバリアフリー調査をバリアフリー旅行相談窓口のスタッフが実施

していることが多いためである。バリアフリー旅行相談窓口では、ホームページ等の情

報発信に加え、電話や窓口において、客観的な調査データに基づき利用者からの問合せ

や相談対応を実践している。 
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図表７２は、日本バリアフリー観光推進機構における「全国バリアフリー旅行情報」

ホームページでの宿泊施設の情報発信例を示す。基本情報、詳細情報ごとに設備の有無、

サイズ、数量、コメント等を全国統一のフォーマットで発信しており、各施設、設備ご

との写真情報についても提供されている。これらは日本バリアフリー観光推進機構に所

属する各地のバリアフリーツアーセンターの調査データをもとにしており、各地のバリ

アフリーツアーセンターホームページでも同様の情報が発信されている。 

 

図表７２ 全国バリアフリー旅行情報ホームページでの宿泊施設の情報発信例 
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（３）宿泊検索サイト 

多くの宿泊検索サイトでは、「バリアフリー」項目に関する検索ができるようになっ

ており、バリアフリー情報に関するフィルター項目が設定されているサイトも見られる。 

【楽天トラベルホームページ】 

 

【ゆこゆこホームページ】 

 

図表７３ 宿泊検索サイトにおけるバリアフリー情報の検索機能の例 

 

一方で、どのような設備やサービスを満たすと「バリアフリー」なのかの統一的な基

準があるわけではない。検索結果は各宿泊検索サイトの考え方に基づくため、図表６８

のとおり、同じ検索キーワードでも検索結果は大きく異なり、利用者ニーズに対して必

ずしも効果的に機能しているとは言い難い。 

バリアフリー情報に関する
フィルター項目 

バリアフリー情報に関する
フィルター項目 
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５.１.３ 評価基準等 

（１）シルバースター登録制度（人にやさしい宿） 

シルバースター登録制度は、「高齢社会に対応した宿づくりを目指す宿の称号」とし

て、全国旅館生活衛生同業組合連合会において平成 5 年より実施されている。連合会会

員の宿泊施設約 16,000 件のうち、約 850 件（約 5%）が登録しており、登録した宿

泊施設は、統一マークの掲示が許可されるとともに、連合会発行のパンフレット等によ

る周知・PR がなされている。 

 
 

シルバースター登録制度では、高齢者に優しく全ての人に利用しやすい宿泊施設づく

りを目指し、設備・サービス・料理面等で一定の基準を満たす宿であることが求められ、

主な登録基準は以下に示すとおりである。 

【主なシルバースター登録基準】 

・客室内浴室・トイレには必要に応じ、手すり等が設置されていること 

・共同浴室は、手すり、スロープ、シャワーチェア、椅子やベンチ等を設置して高齢

者の利用に配慮すること 

・共同トイレは、洋式トイレや手すりを設置することが望ましいこと 

・共同トイレ内に事故発生時用の連絡設備があること 

・階段等には手すりを設置すること 

・食事は高齢者に配慮したメニュー（献立）の提供もできること 

・部屋割りについてはできる限り高齢者が利用しやすい客室を提供すること 

・高齢者（満 65 歳以上）に対しては割引料金・粗品・飲食等の配慮を行うこと 

・従業員に対し高齢者の宿泊客に接する際の配慮等の教育を行うこと 

・適正な区域内に往診等の対応措置がとれる医療施設を有すること 

※下線の要件を満たしていれば登録は可能 

楽天トラベル、るるぶトラベル等の宿泊検索サイトにおいても、シルバースターとし

て登録された宿泊施設の検索が可能となっている。 
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0～19.9： ★
20～39.9： ★★
40～59.9： ★★★

60～79.9： ★★★★
80～100： ★★★★★

評価点と評価

（２）バリアフリー化評価指標の検討 

国土交通省総合政策局安心生活政策課において、観光エリアの自治体や観光協会、個

別施設の運営主体等が、施設のバリアフリー状況を把握し今後の改善に活かすことを目

的とした「バリアフリー評価ツール」（エクセルファイル）を作成し公開している。「旅

行先選択のための事前情報」、「観光地・個別施設のアピール」、「観光エリアの自己評価」、

「個別施設の自己評価」、「観光エリア間の比較」に活用することを想定しており、各地

域・施設が自ら前向きに評価を実施していくことで、今後の改善策に繋げるとともに、

観光客にアピールすることで観光客の増加にも繋げることを企図している。 

宿泊施設については、27 の評価項目が設定されており、各評価項目について適合し

ているかどうかを○ で評価すると評価点が計算される仕組みとなっている。 

 

 

出典：オリンピック・パラリンピックを見据えたバリアフリー化の推進に関する調査研究  

（平成 28 年 3 月、国土交通省総合政策局安心生活政策課） 

 

図表７４ バリアフリー評価ツールの宿泊施設における評価項目 

  

宿泊施設A

全盲 弱視

障害者用駐車場の有無 ○ ○

入口・通路の段差解消 ○ ○
通路上の梁や柱など危険個所の有無と注意喚起 ○ ○ ○
施設内の配置図の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○
施設内の外国語案内の有無 ○ ○

階段 手すりの点字案内の有無 ○ ○ ○
スロープ 車いすの通行可否(勾配、幅員、折り返し） × ○

エスカレーター 音声案内の有無 ○ ○ ○
車いすが無理なく入ることができる大きさ、車いすに配慮された操作盤 ○ ○
行先階等の表示の有無 ○ ○
行先階等の音声案内の有無 ○ ○ ○
行先階等の外国語案内の有無 ○ ○
操作盤の点字表記の有無 ○ ○ ○
操作盤の外国語表記の有無 ○ ○

多機能トイレの有無 ○ ○ ○
トイレ内配置の触知図の有無 × ○ ○
乳幼児連れ用設備（ベビーベッド、おむつ換え等）の有無 × ○

車いすで利用できる入口幅、客室内スペース、トイレ・浴室設備 ○ ○
視覚障害者のための客室内設備配置や操作方法の案内（係員の説明、音
声案内、点字案内等）の有無

○ ○ ○

緊急時の聴覚障害者対応（フラッシュライト等）の有無 ○ ○
客室内設備、宿泊施設内案内等の外国語による情報提供の有無 ○ ○

車いす使用者受入の実績 ○ ○
視覚障害者受入の実績 × ○ ○
聴覚障害者受入の実績 × ○
外国人受入の実績 ○ ○
その他の障害者受入の実績 ○ ○
従業員への障害者対応研修実施の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

81.5 88.9 77.8 80.0 80.0 100.0 80.0

聴覚障害
者対応

外国人対
応

その他の
対応

施設名＝

人的対応

評価点

アピールポイント
(自由記述）

駐車場

入口・通路

段差
解消

エレベーター

共用部分のトイレ

客室

評価視点 評価項目 評価
対象者

車いす対
応

視覚障害者対応
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（３）国際パラリンピック委員会によるアクセシビリティガイド 

国際パラリンピック委員会による「アクセシビリティガイド」では、宿泊施設におけ

る「アクセシブルルーム」として、敷居の高さ、ドア幅、移動スペース等車いす使用者

にとって重要となる要素の望ましいサイズ等について記載されている。 

 

出典：アクセシビリティガイド（国際パラリンピック委員会、2013.6）翻訳版（日本福祉のまちづくり学会） 

図表７５ アクセシブルルームの配慮事項の項目と主要寸法図 

 

また、古い施設の場合は様々な制約として、アクセシブルルームの要件の全てを満た

すことは技術的に困難であることから、「車いす使用者に配慮した客室」として一定の

歩行困難者や視覚障がい者、聴覚障がい者が利用するための配慮事項を記載している。 

 

出典：アクセシビリティガイド（国際パラリンピック委員会、2013.6）翻訳版（日本福祉のまちづくり学会） 

図表７６ 車いす使用者に配慮した客室の定義 

 

  

●出入口のドア 

●移動及び移乗スペース 

●スイッチ及び操作パネル類 

●ベッド 

●クローゼット 

●家具及び仕上げ 

●窓及びガラス戸 

●その他の備品 

●浴室の要素 

●シャワー／浴槽の要素 
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５.２ 検討会での意見等 

ユニバーサルツーリズムの普及・促進に向けた本事業全体の推進に際し開催した検討

会において、宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等の現状や課題に

ついて意見交換を行った（検討会については、「6．検討会の開催」参照）。 

検討会での宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等に関する主な

意見内容を以下に示す。 

 

図表７７ 宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等に関する 

検討会での主な意見（1/2） 

①前提 ●宿泊施設が積極的な地域でなければ地域の受入体制強化は難し

いため、宿泊施設の意識変容は重要。 

●宿泊施設等のバリアフリー情報の公開は、バリアフリー旅行相談

窓口がフィルターとなることでうまくいっている地域もあり、全

国的にこのようなフィルターをつくっていくことが重要。 

②利用者ニーズ ●バリアフリーではなく、バリア情報の発信が重要。 

●当事者が求めている情報は実際のサイズ（寸法）であり、サイズ

さえ記載されていれば、ユーザーによる判断が可能となる。 

●写真や動画等による発信があると、当事者は判断しやすい。 

●ユーザー側からの視点で考えると情報発信項目は、まとめすぎな

い方がよい。またバリアフリールームやユニバーサルルームだけ

でなく、一般の部屋の寸法情報等を公開することが必要。 

③情報発信項目、

評価基準 

●情報発信にあたっては、誰に対してのバリアフリーであるかが重

要（対象者の明確化）。 

●バリアフリー項目に対する評価、コメント等の情報が必要。 

●バリア情報の公開は、共通した基準による評価（例：○、△、×、

コメント等）から情報の絞り込みをし、詳しく知りたい方向けに

各項目の写真を公開する等、下見なく、現地を知ることができる

ようにする必要がある（大まかな絞り込み⇒詳細情報への流れ）。

●見せ方の基準を検討する必要があるのではないか（項目だけでは

なくフォーマット（様式）の必要性）。 

●食のバリアフリーに関する情報、入浴設備・備品や入浴介助等の

情報、サービス介助士の有無等のソフト情報も重要。 

●全国統一の基準はあまり複雑にせず、各地の取組やすさに配慮す

る必要がある。 

 

  



 78

 

図表７８ 宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等に関する 

検討会での主な意見（2/2） 

④その他配慮事項等 ●当事者目線の調査に基づく情報発信を進める必要がある。 

●簡単にバリアフリー対応できる方法が知れ渡っていないため、好

事例を公開することでホテル、旅館等におけるバリアフリーが普

及することも考えられる。 

●決められた情報発信のフォーマットに記入をして情報開示を行

うだけでなく、バリアフリーを熟知している人間による相談と組

み合わせて検討することが必要（各地のバリアフリー旅行相談窓

口等）。 

●宿泊施設の情報発信について、「バリアフリー対応」、「ユニバー

サルツーリズム対応」とするのではなく、「バリア情報の提供」

として全国へ広める方がユーザー、宿泊施設双方にとってよいと

考えられる。 

●検討にあたり、既存資料との整合が必要（バリアフリー関連ガイ

ドラインの改訂内容や TOKYO2020 アクセシビリティ・ガイ

ドライン等）。 

●宿泊施設だけではなく、「誰もが下見なく観光を含めて外に出ら

れる社会」を共通の課題認識として、観光地全体をモデルとして

いく必要がある（階段や坂道、砂利道の表示等）。 
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５.３ 課題と取組の方向性 

（１）情報発信内容の統一 

・宿泊施設の情報発信に関する統一項目および情報発信フォーマット（様式）の検討 

・宿泊施設へのフォーマットに基づく調査および情報発信の普及 

（２）分かりやすい評価基準の検討 

・障がいの種類や程度に応じて、一定条件を満たした宿泊施設を検索可能な情報発信項

目にリンクした評価基準の検討 

・利用者に分かりやすい表示方法（ピクトグラム等）の検討 

・検索サイト等への評価基準に基づく情報発信の普及 

（３）バリアフリーへの対応方法や好事例の周知 

・簡易なバリアフリー対応方法・ポイント等の取りまとめ 

・好事例（ベストプラクティス）の周知 

（４）バリアフリー旅行相談窓口等の促進と宿泊施設以外の観光地全体を対象とした検討

・バリアフリー旅行相談窓口等の促進 

・観光地全体をモデルとした取組の検討 

 

以上までの検討結果を踏まえ、宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発

信等について、課題と取組の方向性を取りまとめた結果を示す。 

第一に「情報発信内容の統一」が求められる。当事者ニーズの高い情報項目に関する

実際のサイズ（寸法）や写真等について、情報発信に関する統一項目および情報発信フ

ォーマット（様式）を検討し、宿泊施設等に対してフォーマットに基づく調査および情

報発信の普及を促していくことが必要である。 

第二に「分かりやすい評価基準」について検討していく必要がある。当事者が自身に

適した宿泊施設を探すうえでの大まかな絞り込みを行えるようにするため、障がいの種

類や程度に応じて、一定条件を満たした宿泊施設を検索可能な情報発信項目にリンクし

た評価基準を検討することが求められる。評価基準については、分かりやすい表示方法

（ピクトグラム等）も併せて検討することが望ましく、宿泊検索サイト等において、こ

のような統一された評価基準に基づく情報発信を普及していくことが求められる。 

第三に「バリアフリーへの対応方法や好事例の周知」が求められる。前述の二点は、

「現在情報」の分かりやすい統一的な情報発信、それらを検索しやすい評価基準につい

てであり、加えて、少しの工夫で実施可能な簡易なバリアフリー対応方法・ポイント等

について取りまとめを行い、好事例（ベストプラクティス）として周知することで、対

応に消極的な施設の多い宿泊施設の意識醸成、対応レベルの向上を図る必要がある。 

また、ホームページ等による情報発信だけでは伝達することが難しい詳細な当事者か

らのニーズ・相談に対応可能な「バリアフリー旅行相談窓口等の促進」を引き続き実施

すること、「宿泊施設以外の観光地全体を対象とした情報発信モデル」を検討すること

も必要である。 

  



 80

６．検討会の開催 

ユニバーサルツーリズムの普及・促進に向けた本事業全体の推進に際し、3 回の検討

会を開催した。 

６.１ 開催概要 

検討会の開催概要を以下に示す。 

図表７９ 第１回検討会 開催概要 

項目 内容 

開催日時 平成 28 年 11 月 8 日（火） 10:00～12:00 

開催場所 全日通霞ヶ関ビル 8F 中会議室 

出席者 【座長】 
秋山 哲男 

【委員】 
石川  淳 

 
井出 泰済 
親川  修 
中村 さおり
中村 正善 
中村  元 

 
長谷川 幹 
平森 良典 

 
渕山 知弘 

 
水落 一枝 

 
山崎 泰広 
 

 
（中央大学研究開発機構 教授） 
 

（浜松市市民部参事 
（ユニバーサル社会・男女共同参画推進課長）） 

（株式会社富士レークホテル 代表取締役社長） 
（NPO 法人バリアフリーネットワーク会議 理事長） 
（株式会社京王プラザホテル 宿泊部 客室支配人） 
（株式会社 JINRIKI 代表取締役社長） 
（NPO 法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 理事長 

NPO 法人日本バリアフリー観光推進機構 理事長） 
（三軒茶屋リハビリテーションクリニック 院長） 
（株式会社昭和観光社 代表取締役 

一般社団法人バリアフリー旅行ネットワーク 会長） 
（クラブツーリズム株式会社 

ユニバーサルデザイン旅行センター 課長） 
（東京都台東区立浅草文化観光センター 案内業務運営責任者 

（株式会社コングレ施設・人材サービス事業本部 営業グループリーダー））
（内閣官房ユニバーサルデザイン 2020 関係省庁等連絡会議委員

（株式会社アクセスインターナショナル 代表取締役社長））

議事次第 １．開会 
２．挨拶 
３．座長挨拶／委員紹介 
４．今年度の検討会での検討内容について 
５．地域の受入体制の強化・加速手法について 

・既存の観光案内所等を対象としたアンケート調査結果 
６．宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等について 

・課題認識および論点整理 
７．意見交換 
８．その他 
９．今後のスケジュール等について 
10．閉会 

会議の様子 
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図表８０ 第２回検討会 開催概要 

項目 内容 

開催日時 平成 29 年 1 月 31 日（火） 10:00～12:00 

開催場所 全日通霞ヶ関ビル 8F 中会議室 

出席者 【座長】 
秋山 哲男 

【委員】 
石川  淳 

 
井出 泰済 
中村 さおり
中村 正善 
中村  元 

 
長谷川 幹 
平森 良典 

 
渕山 知弘 

 
水落 一枝 

 
山崎 泰広 
 

 
（中央大学研究開発機構 教授） 
 

（浜松市市民部参事 
（ユニバーサル社会・男女共同参画推進課長）） 

（株式会社富士レークホテル 代表取締役社長） 
（株式会社京王プラザホテル 宿泊部 客室支配人） 
（株式会社 JINRIKI 代表取締役社長） 
（NPO 法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 理事長 

NPO 法人日本バリアフリー観光推進機構 理事長） 
（三軒茶屋リハビリテーションクリニック 院長） 
（株式会社昭和観光社 代表取締役 

一般社団法人バリアフリー旅行ネットワーク 会長） 
（KNT-CT ホールディングス株式会社 地域事業部 課長 

兼クラブツーリズム株式会社 ユニバーサルデザイン旅行センター 課長）
（東京都台東区立浅草文化観光センター 案内業務運営責任者 

（株式会社コングレ施設・人材サービス事業本部 営業グループリーダー））
（内閣官房ユニバーサルデザイン 2020 関係省庁等連絡会議委員

（株式会社アクセスインターナショナル 代表取締役社長））

議事次第 １．開会 
２．挨拶 
３．座長挨拶 
４．議題 

（１）地域の受入体制の強化・加速手法について 
①モデル事業の選定結果と実施内容 
②手引の作成方針（案） 

（２）宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等について 
・取組の方向性（案） 

５．意見交換 
６．その他 
７．今後のスケジュール等について 
８．閉会 

会議の様子 
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図表８１ 第３回検討会 開催概要 

項目 内容 

開催日時 平成 29 年 3 月 22 日（水） 10:00～12:00 

開催場所 全日通霞ヶ関ビル 7F 会議室 

出席者 【座長】 
秋山 哲男 

【委員】 
石川  淳 

 
井出 泰済 
親川  修 
中村 さおり
中村 正善 
中村  元 

 
長谷川 幹 
平森 良典 

 
渕山 知弘 

 
水落 一枝 

 
山崎 泰広 
 

 
（中央大学研究開発機構 教授） 
 

（浜松市市民部参事 
（ユニバーサル社会・男女共同参画推進課長）） 

（株式会社富士レークホテル 代表取締役社長） 
（NPO 法人バリアフリーネットワーク会議 理事長） 
（株式会社京王プラザホテル 宿泊部 客室支配人） 
（株式会社 JINRIKI 代表取締役社長） 
（NPO 法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 理事長 

NPO 法人日本バリアフリー観光推進機構 理事長） 
（三軒茶屋リハビリテーションクリニック 院長） 
（株式会社昭和観光社 代表取締役 

一般社団法人バリアフリー旅行ネットワーク 会長） 
（KNT-CT ホールディングス株式会社 地域事業部 課長 

兼クラブツーリズム株式会社 ユニバーサルデザイン旅行センター 課長）
（東京都台東区立浅草文化観光センター 案内業務運営責任者 

（株式会社コングレ施設・人材サービス事業本部 営業グループリーダー））
（内閣官房ユニバーサルデザイン 2020 関係省庁等連絡会議委員

（株式会社アクセスインターナショナル 代表取締役社長））

議事次第 １．開会 
２．挨拶 
３．座長挨拶 
４．議題 

（１）地域の受入体制の強化・加速手法について 
①モデル事業の実施報告 
②手引の作成（時点案） 

（２）宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等について 
・取組の方向性と次年度以降の検討事項（案） 

５．意見交換 
６．その他 
７．閉会 

会議の様子 
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６.２ 議事概要（主な意見） 

６.２.１ 第１回検討会 

（１）地域の受入体制の強化・加速手法について 

●観光案内所では、店舗や観光施設、宿泊施設等の多くのバリアフリー情報が必要と

なる。 

●地方の観光案内所、観光協会は、宿泊施設が中心となっている場合も多くあるため、

宿泊施設が積極的な地域でなければ、地域の受入体制強化は難しい。 

●宿泊施設等のバリアフリー情報の公開は、宿泊施設が当事者とのトラブルをおそれ

ているため進まない側面もある。バリアフリー旅行相談窓口がフィルターとなるこ

とでうまくいっている地域もあり、全国的にこのようなフィルターをつくっていく

ことが重要である。 

●当事者と受入側の施設でバリアフリーの概念に認識の相違が見られる。そのような

観点からもバリアフリー旅行相談窓口のような仲介機能は重要である。 

●バリアフリー対応を図ることで、潜在マーケットの拡大が可能であるという認識を

広めることが必要である。 

●高齢者対応の拡大としての障がい者対応ではなく、まずは障がい者に必要な情報や

対応を検討することが必要である。障がい者への対応が可能な施設は高齢者への対

応も可能である。 

●観光施設のホームページ上のマップ等にバリア情報（例えば、階段の段数や坂道の

傾斜、介助者の視点でのやさしい・難しい等の難易度）を提供することで、下見な

く誰もが利用しやすくなることが重要である。 

●大掛かりな整備ではなく、簡単にできるバリアフリー対応から進めていくことが重

要である。 

●観光案内所のスタッフ等が障がい者と対話できる機会を提供することも重要である。 

 

（２）宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等について 

●バリアフリーではなく、バリアとなる事項を調査して、バリア情報を発信すること

が重要である。 

●当事者が求めている情報は実際のサイズ（寸法）であり、サイズさえ記載されてい

れば、ユーザーによる判断が可能となる。 

●当事者目線の調査に基づく情報発信を進める必要がある。 

●宿泊施設へのバリアフリー対応では、障がい者のアドバイザーを入れて対応するこ

とが重要である。 

●例えば、パブリックトイレを 1 箇所だけバリアフリー化すれば、全部屋宿泊できる

ようになるといった簡単にバリアフリー対応できる方法が知れ渡っていないためこ
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のような事例を公開すれば、バリアフリーのホテル、旅館は普及するのではないか。 

●情報発信に際しては、誰に対してのバリアフリーであるかということと、バリアフ

リー項目に対する評価、コメント等の情報を添えることで、現地にいかなくても絞

り込むことができる。サービス介助士等のソフト面の情報提供も重要である。 

●バリア情報の公開において、共通した基準による評価（例：○、△、×、コメント

等）から情報の絞り込みをしていただき、次に詳しく知りたい方向けに各項目の写

真を公開することで下見なく、平易に判断できるようにしていく必要があるのでは

ないか。 

●情報発信にあたっては誰に対しての基準であるのかということが重要であり、基準

を作った段階で、誰に対しての基準なのかということが問われる。例えば、見せ方

だけは基準を作っていくというような考え方があってもよいのではないか。 

 

（３）ユニバーサルツーリズム全般に係る課題等について 

●ユニバーサルツーリズムを考える上で、妊婦・乳幼児連れの方への対応も大事であ

ると考えている。ゴミ箱やお湯の有無など様々なニーズがあり、近年増えている外

国人観光客については授乳室のマークがわからないことや、設備利用にあたっての

マナーの周知など様々な課題がある。 
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６.２.２ 第２回検討会 

（１）地域の受入体制の強化・加速手法について 

●バリアフリー情報発信の多言語化については、様々な翻訳ツール等が開発されてい

るため実用性や効率性等の観点から、地域の実情に応じた活用を検討していくとよ

い。 

●手引き集の作成方針について、最も大切な視点は、地域の観光がいかにうまくいく

か、観光客が増加するかである。そのため、「ユニバーサルツーリズムに対応した観

光案内力を高める」というよりも「ユニバーサルツーリズムに対応して集客力を高

める」のようにし、どのような対応が集客力の向上に繋がるのかを記載する必要が

ある。観光地のためにユニバーサルツーリズムをどのように利用するかを考えるこ

とが、観光庁の事業としては大切ではないか。 

●ユニバーサルツーリズムの促進については様々な方法があると思うが、収益がでた

ものを事例として紹介することが、各地が「ユニバーサルツーリズムに対応しなく

てはいけない」と思う一番よい方法だと思う。 

●ユニバーサルツーリズムを推進するうえでは、対応を難しく考える必要がないこと

を実践により理解してもらうこと、障害者差別解消法の義務的な部分を認識しても

らうこと、地方創生や防災などと組み合わせて考えるとよい。 

 

（２）宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等について 

●情報発信に関する共通項目や評価基準を検討する際には、既存のバリアフリー関連

ガイドラインの改訂内容や TOKYO2020 アクセシビリティ・ガイドライン等との

整合が求められる。 

●宿泊施設の情報発信は、「○」、「 」等の概要評価⇒サイズ等の詳細情報の表示とい

った手法が有効である。 

●食のバリアフリーへの対応や入浴介助のための備品の有無、人的介助の可否等に関

する情報も見える化することが求められる。 

●全国統一の基準はあまり複雑ではないものがよいのではないか。最低基準のような

ものを入れておけばどこの観光地も取組やすい。 

●宿泊施設だけではなく観光地全体をモデルとする必要があるのではないか。具体的

には「誰もが下見なく観光を含めて外に出られる社会」を共通の課題認識として、

階段や坂道、砂利道の表示等も必要であると考えられる。坂道については傾斜を難

易度ランク等で評価できると利用者にとって分かりやすい。 

 

（３）ユニバーサルツーリズム全般に係る課題等について 

●日本のパーキングパーミットは海外と異なる基準となっている。2020 年に向けて

検討を進める必要があるのではないか。 
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●日本のレンタカーは海外では基本的なオプションとして当たり前のハンドコントロ

ール等がついていない。アクティブな障がい者が旅行先でレンタカーを利用できな

い状況にあるため検討が必要である。 

●ユニバーサルツーリズムの定義は「すべての人が楽しめる」であるが、インバウン

ドについてどこまで含めて考えるのか等を明確にしていく必要があるのではないか。 

●もともとユニバーサルデザインは「できる限り多くの人」であり、考え方を原点に

戻す必要があるのではないか。 

●「できる限り多くの人」となったときに障がい者が抜けてしまわないよう、ユニバ

ーサルツーリズムの根底にはバリアフリー旅行があるべきである。 

●現状、積極的に活動している観光地と、旅行業者との間でユニバーサルツーリズム

に関する情報量に差がついている。このような状況を踏まえて、個人ツアー型商品

等での情報提供や地域への橋渡しの方法等を検討していく必要がある。積極的な観

光地と連携することで多くの旅行業者がユニバーサルツーリズムに参画する方法を

検討する必要があるのではないか。 

●脳卒中の回復リハビリテーション病棟が全国に 5、6 万床あり、脳卒中の方など年

に約 20 万人が入院する。そのような方たちに、ユニバーサルツーリズムをどのよ

うに周知するかが重要である。観光という意味だけではなく当事者の自信にも繋が

る。 

●地域包括ケアシステムと観光をどのように連携させるかについて検討する必要があ

るのではないか。例えば、訪問型サービス D（移動支援）の地域の足の確保を観光

に転用できるかという議論があってもよい。 

●国内外の観光客を問わず非常時のユニバーサルツーリズムを検討していく必要があ

るのではないか。 

●観光施設等の中のサイン（ピクトグラム）で、海外の方が理解できず困ることがあ

るため、日本でも外国の方でも共通のサイン整備を進める必要があるのではないか。 
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６.２.３ 第３回検討会 

（１）地域の受入体制の強化・加速手法について 

  ①モデル事業の実施報告 

●本事業に関して、今年度はバリアフリー旅行相談窓口を観光協会、観光案内所、行

政等と連携する手法としたことで、関係組織と着手時から協働できるよい取組であ

ったと思う。 

●本事業を通じてユニバーサルツーリズムの地域の受入体制は、広域連携の形がとれ

てきていると感じている。今後は各地の資源がインバウンドにつながるよう連携を

図っていく必要がある。 

●ユニバーサルツーリズムの底上げのためには観光地の二次交通強化の視点も重要で

ある。 

●観光庁が作成している「観光地のユニバーサルツーリズムの受入体制」の図につい

て、情報を入手して直接サービス事業者にアクセスできるような図に更新する必要

がある。また「利用者」を一括りにするのではなく、「情報だけで十分な方」、「相談

が必要な方」等の区分が必要である。 

 

  ②手引きの作成（時点案） 

●和風旅館でバリアフリー対応を行っている事例を追加してはどうか。バリアフリー

対応方法や工夫点等が示されると広がりやすい。 

●同じ車いす使用者でも脊損、脳性まひ、脳血管障がいにより、伝い歩きができるか

や、お風呂の使い方等が異なるため、違いを明記する必要がある。 

●UD トーク等の ICT 技術の紹介や活用方法等を掲載してはどうか。 

●旅行業者が活用することも想定し、旅行業者で実施している研修等に関する記載を

検討してはどうか。 

●観光案内所で地元の障がい者とコミュニケーションを行うことやバリアフリー調査

などの情報を具体的に記載してはどうか。 

 

（２）宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信等について 

●決められた情報発信のフォーマットに記入をして情報開示を行うだけでなく、より

詳細な情報を得るためにはバリアフリーを熟知している人間による相談（各地のバ

リアフリー旅行相談窓口等）と組み合わせて検討することが必要である。 

●ユーザー側からの視点で考えると情報発信項目は、まとめすぎない方がよい。また

バリアフリールームやユニバーサルルームだけでなく、一般の部屋の寸法情報等を

公開することが必要である。 

●消極的な事業者がユニバーサルツーリズムに取り組む第一歩としては、ハードルの
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低い情報発信項目も検討してはどうか。 

●宿泊施設の情報発信に関する統一項目の検討イメージは、ユーザーと宿泊施設の現

状とのつきあわせを行った上で今後どのようなつくり方が必要であるのか検討する

必要がある。 

●次年度以降の検討では、宿泊業団体の方の検討会参加等により情報共有することが

必要である。 

●宿泊施設の情報発信について、「バリアフリー対応」、「ユニバーサルツーリズム対応」

とするのではなく、「バリア情報の提供」として全国へ広める方がユーザー、宿泊施

設双方にとってよいと考えられる。 

 

（３）ユニバーサルツーリズムの普及・促進に係る課題について 

●旅行業の送り手側の議論が止まっているため、ユニバーサルツーリズム全体の観点

から推進する必要がある。 

●各地の運輸局と連携した普及について検討する必要があるのではないか。 

●ユニバーサルツーリズムは、介護保険や医療費抑制に寄与するとともに、旅の大き

な要素である温泉の健康や生きがいへの効果等を勘案すると厚生労働省等の他省庁

と連携した取組を推進する必要があるのではないか。 

●観光関係者と理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などが関わり合うモデルがある

とよいのではないか。 
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６.２.４ ユニバーサルツーリズム全般に係る課題等についての意見取りまとめ 

3 回の検討会での意見交換を踏まえ、今後のユニバーサルツーリズム全般に係る課題

等についての意見を取りまとめた。 

 

図表８２ 検討会でのユニバーサルツーリズム全般に係る課題等についての意見取りまとめ 

項 目 検討会での意見等 

①妊婦・乳幼児連れ

の方への対応 

●ユニバーサルツーリズムを考える上で、妊婦・乳幼児連れの方への対応も

重要。ゴミ箱やお湯の有無など様々なニーズがあり、近年増えている外国

人観光客については授乳室のマークがわからないことや、設備利用にあた

ってのマナーの周知など様々な課題がある。 

②インバウンドへの

対応 

●東京オリンピック・パラリンピックも見据え、外国人旅行者（高齢者・障

がい者等）への展開は重要。 

●ユニバーサルツーリズムにインバウンドをどこまで含めるか検討が必要。

●外国人が理解できる共通のサイン整備を進める必要があるのではないか。

③二次交通／レンタ

カー対応の促進 

●ユニバーサルツーリズムの底上げのためには、二次交通強化の視点も重要。

●日本のレンタカーは海外では基本的なオプションとして当たり前のハンド

コントロール等がついていない。アクティブな障がい者が旅行先でレンタ

カーを利用できない状況にあるため検討が必要。 

④パーキングパーミ

ットの見直し 

●日本のパーキングパーミットは海外と異なる基準となっている。2020 年

に向けて検討を進める必要があるのではないか。 

⑤観光地全体として

の情報発信項目の

統一、推進 

●宿泊施設だけではなく、「誰もが下見なく観光を含めて外に出られる社会」

を共通の課題認識として、観光地全体をモデルとしていく必要がある（階

段や坂道、砂利道の表示等）。 

⑥旅行業者と観光地

（地域）の連携方

法の検討 

●現状、積極的に活動している観光地と、旅行業者との間でユニバーサルツ

ーリズムに関する情報量に差がついている。観光地と連携することで旅行

業者がユニバーサルツーリズムに参画する方法を検討する必要があるので

はないか。 

⑦セミナー、研修会

等による意識改革

●現状、ユニバーサルツーリズムに積極的なプレーヤーが少ない。宿泊、旅

行業、観光施設受入全般等の区分で研修会等を開催する必要があるのでは

ないか。 

●各地の運輸局と連携した普及について検討する必要があるのではないか。

⑧リハ施設等と連携

した情報提供、旅

行促進 

●回復リハビリテーション病棟が全国に 5、6 万床あり、脳卒中の方など年

に約 20 万人が入院する。そのような方たちに、ユニバーサルツーリズム

をどのように周知するかが重要。当事者の自信にも繋がる。 

●観光関係者と理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が関わり合うモデル

があるとよいのではないか。 

⑨入浴介助等の介護

保健での取扱可否

等の検討 

●ユニバーサルツーリズムは、介護保険や医療費抑制に寄与するとともに、

旅の大きな要素である温泉の健康や生きがいへの効果等を勘案すると厚生

労働省等の他省庁と連携した取組を推進する必要があるのではないか。 

●地域包括ケアシステムと観光をどのように連携させるかについて検討する

必要があるのではないか。 

⑩非常時の対応 
●国内外の観光客を問わず非常時のユニバーサルツーリズムを検討していく

必要があるのではないか。 

⑪ユニバーサルツー

リズムの定義 

●もともとユニバーサルデザインは「できる限り多くの人」であり、考え方

を原点に戻す必要があるのではないか。 

●「できる限り多くの人」となったときに障がい者が抜けてしまわないよう、

ユニバーサルツーリズムの根底にはバリアフリー旅行があるべきである。

●利用者を一括りにするのではなく、「情報だけで十分な方」、「相談が必要な

方」等の区分が必要である。 
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７．今後の課題と方向性 

本業務では、観光地におけるユニバーサルツーリズムの受入体制の強化・加速に向け、

観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口が両所の特性を活かし連携、協働を図るモデル

を検討し、全国 5 地域でのモデル事業を通じた検証を実施した。また、モデル事業の実

施結果や先進的に取り組む地域の事例等を踏まえた手引き集（ユニバーサルツーリズム

に対応した観光案内の実践方策）を取りまとめた。 

宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信については、現状の課題を整

理するとともに、今後の取組の方向性について検討した。 

これらの検討課題は、有識者等で構成される検討会での意見・議論を踏まえて検討を

進めるとともに、今後のユニバーサルツーリズムの普及・促進全般に係る課題を幅広く

抽出した。 

観光地におけるユニバーサルツーリズムに対応した受入体制の強化・加速に向けては、

今回作成した手引き集（ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の実践方策）の周

知等により取組を促進していく必要がある。その中では特に、既存の観光案内所等（観

光協会、自治体等）に如何に課題認識を持ってもらい、意識変容と実践を促進していく

かが重要となる。国やバリアフリー旅行相談窓口、有識者等から周知を促進するための

働きかけ（セミナーの開催や説明会等）など普及を促進するための取組が望まれる。 

宿泊施設のユニバーサルツーリズムに対応した情報発信については、今年度の検討結

果を踏まえた具体的な検討が望まれる。情報発信に関する統一項目やフォーマット（様

式）、評価基準等の検討に加え、当事者と宿泊施設、旅行業者と宿泊施設でどのように

情報を共有するかといった、情報発信後の体制も含めて検討することが求められる。 

2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピックに向けて、関係省庁におい

てユニバーサルツーリズムに関連した取組が活発化している。ユニバーサルツーリズム

全般に係る課題として、検討会での議論を通じて図表８２のような意見が抽出されたが、

これらについては、観光庁だけでなく、関係省庁と連携していくべき事項や関係省庁が

主導することが望ましい内容も含まれおり、省庁を横断した業界を挙げての取組が望ま

れる。 
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